
















































































































































































































































鍛造用素材 は、通常、冷間で機械的せん断 によ り棒鋼か ら所定の長 さに切断 される。
しか し、機械的せ ん断で は切断面 のゆがみや切断片 の変形、重量ば らつ きが生 じやす く、
これが鍛造時、鍛造素材の送 り不良、型 との位置ずれを生 じる。 このため鍛造機 の一時停
止 によ る稼働率の低下や、製品の寸法精度に起因す る歩留 り低下 の原因 となることもある。
また、軸受鋼等 の硬質鋼を冷間でせん断す る場合 には、 あ らか じめ炭化物を球状化 する等
の軟化熱処理が必要である。 さ らに、せん断時 に発生す る振動や騒音 も問題 にな る。せん
断 にお けるこれ らの問題点を解決するために、圧縮せん断法、高速せん断法等が研究 され
ているD。 せ ん断 によ らない鋼材切断に関 しては、塑性疲労を利用す る方法、側圧 を利用
す る方法等、既にい くつかの研究が行われているが2)'3)、上に述べ た問題点を解決す る
までには至 っていない。
ここでは硬質鋼 を、 その表面か ら急熱、急冷す る際 に発生す る残留応力を利用 して、切
断す る方法 の'5)が検討 されている。 この方法 は棒鋼(軸 受鋼、工 具鋼)の 切断位置 に、
あ らか じめ環状切欠 きをつけ、その周辺を高周波加熱、水冷却(以 後、単に加熱 ・冷却 と
い う)し 、切欠 き底 か ら切断分離すべ き面内に、充分な深 さのき裂を発生 させ、 そのの ち
機械的な手段 で残留部を破断 させ ようとす るもので ある。 この切断法 によれば、硬質鋼を
軟化熱処理す ることな く所望 の寸法の鋼片 に切断す ることができる。また、最終破断 に必
要 な荷重 は、切欠 き加工後強制破断 させ る場合 の約1/8に低下 し、破断時 の振動や騒音 も
ほ とん ど発生 しない。 さらに、得 られる切断面 は棒鋼軸に ほぼ直角で、 しか も比較的平滑
である。 したが って、切断片を鍛造する場合に も、据込み形状が良好 となるため、鍛造工
程が正常 に進行 し、製品歩留 まりが向上す る。
本切断法 にお いて、切欠 き底 に発生 させ るき裂 は、加熱 ・冷却に起因す る残留応力によ
り発生、進展す る。 本論文 は,上 に述べ たような き裂 を発生 させ る駆動力 とな る残留応力
の発生、 き裂 の進展を加熱 ・冷却の条件 と関連 させ て検討 した ものである。
すなわち、第2章 では、切断に必要 なき裂を発生 させ る加熱 ・冷却条件が実験によ り調査
・検討 され、 その結果 が述べ られる。 き裂を発生 させ るに は、1回 の加熱 ・冷却による場
合(1回 法)と 、互 いに異な る条件の加熱 ・冷却操 作が連 続 して加え られ る場合(反 復
法)と が あ り、 これ ら両方法が検討される。 さ らに、本切断法による切断片 と冷間せん断
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した鋼片 とを、形状お よび重量ば らつ きの面か ら比較 された結果について も述べ られ る。
第3章 では、加熱 ・冷却により発生する残留応力 とき裂 との関係を調べ るために、切欠
きな し鋼材が切断 に適す る条件で加熱 ・冷却 され、加熱帯の中央断面に発生す る残 留応力
と硬 さ分布 が測定 され、 それ らの結果を もとに して残留応力 の発生機構 が定性的に考察 さ
れ る5)。特 に、反復 法は、 これまで知 られていない操作であり、独特の応力発生方 法、 き
裂発生方法である。
第4章 で は、第3章 で述べ られ た切欠 きな し鋼材 の残留応力測定結果 に基づ き、同 じ条
件下で加熱 ・冷却操作が加え られた切欠きつ き鋼材 の切欠 き底断面における残留応力が独
自の方法によ り評価 され、冷却後の残留応力 とき裂進展深 さとの関連 につ いて も考察 され
るω。
第5章 で は、加熱 ・冷却中、鋼材 に発生する応力 の変化状況が経時的 に解析 され、 その
結果 と鋼材切断実験におけるき裂の発生時期 とが比較 される。すなわち、1回 法 によ り
SUJ2供試材を切断 した結果か ら最適 と考え られ る条件によ り切欠 きな し鋼材が加熱 ・冷却
され、鋼材に生ず る熱応力の変化状況がFEM弾塑性計算によ り求め られ、第2章 において
述べ られたき裂発生時期およびき裂発生加熱時間範囲 との対応が調査 され る7)。なお、急
熱急冷中の応力発生状況 とき裂発生時期 との関連 の検討はこれまで試み られていない。
最後に、第6章 において本論文 のまとめが行われる。
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本章で は、直径が38mm～70mmの高炭素 クロム軸受鋼に、切断に充分 な深 いき裂を発生 さ
せ る加熱 ・冷却条件が実験 により調査、検討 されてお り、その結果 につ いて述べ られてい
る。 さ らに、本方法によ る切断片 と冷間せん断 による切断片 とを、形状お よび重量ば らつ




鋼材(SUJ2、圧延 のまま)で 、 その
直径 は38mm、55mm、50mm、60mm、お
よび70mmである。Table2-1は、そ
れ らの化学成分を示 してい る。
また、Fig.2-1は、直径38mm供試材
の縦割 り断面上の表面付近 で観察 し
た顕微鏡組織写真(5%硝 酸 アル コ
ールによ り腐食)を 示 している。他
の供試材 の組織 もこれ とほぽ同様 で
ある。
Fig.2-2は、試験片 の形状 とその
寸法を示 したものであ る。図 に示 さ
れているよ うに、試験片 は、供試材




















試験片 の切欠 き部周辺表面 の加熱
・冷却操作 は高周波焼入れ装置 によ
り実施 された。お もに、小径 の試験
片 に対 す る実験 に は、周波数20kHz
の真 空管式装置が、 また、大径の試


























をDと すれば、D+6mm(真空管式装置用)お よびD+10mm(h-G式装置用)で あ る。加熱
に際 し、 コイル と試験片 は同軸に、 しか も切欠 き部 がコイル幅 の中央に配置 され、試験片
は60～240rpmで回転 されなが ら加熱 され る。加熱 は、所定の時間内に一定 の加熱電力を
与える ことによ り行われ、試験片は、加熱終了 と同時にコイル内面か ら噴 出され る冷却水
によ り冷却 され る。なお、冷却水量 は、0.7～1.04/sec、冷却時間 は20secである。
なお、加熱電力は真空管式装置 の場合、発振管 のプ レー ト電圧値Vpと プ レー ト電流値




より破断 され、 その時 の最大荷重が
破断荷重 として求 め られた。また、
同時に破断面上で、 き裂 の進展状況
が確かめ られ た。 この場合、試験片
は、Fig.2-3が示すよ うに片持 ち曲
げ装置で支持 され、荷重Fが 万能試















断面)と 負荷位置の間 の距離 は、直径が60mm以上 の試験片の場合には140mm(試験片に は
延長筒を接続)、 直径が それ以下の試験片 では70mmとされた。加熱 ・冷却 の過程で切欠
き底 か ら発生 したき裂 は破断面上において薄 く酸化 した同心円的な環状帯部 と して観察
された。
3.真 空管式装置によるき裂発生の検討
まず 、小容量 の真空管式装置を用 いて、直径が38mmの試験片が種々の条件下 で加熱 ・冷
却 され、破断荷重の変化、 き裂発生 の有無が調査 された。次に、 この結果に基づ き、加熱
時間 の異な る加熱 ・冷却操作を2回 反復す ることによって、直径38mmおよび55mm鋼材 の切






(実線)。 な お 、 加 熱 用 電 力 は
91kVA(Vp=12.OkV、Ip=7.6Amp)一一




て も破断面上 に切欠 き底か ら進展 し


























き底断面か らはずれていた。なお、th=2secの 加熱後、冷却 された試験片の表面 には
焼 き入れ層 は形成 されていないが、th=3secの 場合には、焼入れ層が形成 されて表面
が硬化 していた。
また・加熱時聞th=2～3secの 場合に、破断荷重FBが 低下するのは、切欠 き底
の軸方向にかな り大 きな引張の残留応力が発生す るため と思われる。 しか し、試験片 が小
径であ ることもあ って き裂発生 には至っていない。 この理由については現在 のところよ く
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分か らない。
ところで、 この種 の鋼で は、従来、加熱 ・冷却の操作を繰 り返 す と、われの発生 しやす
い ことが経験的に知 られている。そこで、次に、同一条件 の加熱 ・冷却操作を2～3回 繰
り返す ことが試み られた。Fig.2-4には、 その結果 もあわせ て示 されて(× 印:2回 繰 り
返 し、+印:3回 繰 り返 し)い る。 これ らの結果によれ ば、破断荷重 は加熱 ・冷却操作を
1回行 った場合 の約半分に低下 したが、曲 げ破断後の破面 は、 ほとんどが切欠 き底断面か
らはずれでいた。 ところが、th=2sec加 熱す ると、 い くつかの試験片の切欠 き底に深
さ2mm程度 のき裂の発生が確認 された。
3.2直径38mmおよび55mm鋼材 に対す る反復法の検討
前項 に述べ られたように、複数回の加熱 ・冷却操作を繰 り返す と、 き裂発生が観察 され る
という事実 に基づ き、反復法 の効果が さらに実験的に検討 された。実験 は1回 目の加熱時














































Table2-2は、直径38mmおよび55mm試験片 につ いての実験条件 として、試験片寸法、加
熱電力 と、t1お よびt2の 組 み合わせ範囲を示す もので ある。
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この実 験 によ って ど の よ うな条 件 の ときに切 欠 き底 に き裂 が 発生 す るか が 把握 で きた。 す な
わ ち、 き裂 が発 生 す るか否 か は、 試験 片 の 直径 と加 熱電 力 に も依 存 す るが 、1回 目お よび2
回 目 の加 熱 時間t1とt2の 設 定 の仕 方 に よ る と ころが大 きい。Table2-3は、 き裂 が 発生






















































t1お よびt2が 表中の組 み合わ
せ範囲内にある場合に は、2回 目
の水冷却過程において音 を立てて
き裂が発生 し、 その き裂 は切欠 き
底全周に生 じているのが確認 され
た。 また、 いずれの加熱電力 の場
合に もt且 に比べてt2が ご く短
かい場合に は、切欠 き底 に沿 うき
裂 とともに、試験片軸方 向のき裂、
いわゆる 「たてわれ」 も同時 に発




































表中の2回 目の加熱時間t2の 時間範囲では、 たてわれの発生 は見 られない。
Fig.2-5は条件番号3の 下での実験において、t1を3.Osecに固定 し、t2を 変化 させ
た場合のt2と 破断荷重F8お よびき裂深 さとの関係を図示 したものである。図中の+印
は 「たてわれ」が同時に発生 したことを示 してい る。Table2-3に見 られるように、切欠
き底 に切断 に充分 と考え られ る深 さのき裂が発生 すると、破断荷重 は加熱 ・冷却操作を加
えない場合(Fig.2-4のt恥=0の場合参照)の 約1/8以下(切 欠 き底断面の公称断面応
力:約16kgf/皿2)に低下 し、最終破断時の振動や騒音 も極 く少 ない。 「たてわれ」のない
ときの破断面 は切欠 き底に沿い、 ほぼ平滑で ある。 このよ うに、t1>t2の2回 の加熱
・冷却操作 を加え、切断に充分 なき裂を発生 させ る方法 は、本論文で は、以後 「反復法」
と呼 ばれている。
なお、直径55mm試験片の場合には、1回 目および2回 目の加熱にお ける電力量(加 熱電









間t1よ り短い ときに、1回 の加熱
・冷却操作 のみによ りき裂が発生す
ることが あ った。 この加熱条件 は反







第3章 で説明され るが、反復法により、 き裂が発生す る1回 目お よび2回 目の加熱 ・冷
却条件を試験片 の組織面か らみ ると、1回 目の加熱 ・冷却操作では、試験片表面付近が切
欠 き底 に及 ばない深 さまで焼 き入れされてお り、2回 目の加熱 ・冷却操作で は、1回 目の
操作 による焼 き入れ部が焼 きもどしされていることが考え られ る。 なお、1回 目の加熱 ・
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冷却後 の焼 き入れ層 は、切欠き底 より多少内部におよんで も、また、焼 きもどし時 には、
1回目よ り薄い再焼 き入れ層 が形成 されて も、 き裂が発生する。
次に、切欠 き底に き裂が発生す る加熱時間t1,t2の間の関係を直径38mmおよび55mmの





Fig.2-7は横軸に加熱電力密度を とり、縦軸 に加熱時間t鳳,t2をとって、 き裂が発生
す る条件範囲を示 したものである。1回 目および2回 目いずれの加熱条件範囲 も、試験片
直径 に関係な く直線状 の帯で表 され、
同一加熱電力(密 度)で はt且>t2
の関係がある。すなわ ち、良好な切
断面を得 るのに必要 な深 さのき裂を
発生 させ るためには、 ある時間内に
単位加熱面積当たりに与える電力量




熱 ・冷却操作 のみで、 き裂が発生 し
た加熱時間thの 範囲 も示 されて い
る。

























すでに述べ られたよ うに、直径55mm試験片で は1回 の加熱 ・冷却操作 によ って も切欠 き
底 にき裂 の発生するこ とが認 め られた。 そ こで、やや大径 のSUJ2圧延丸棒を用 い、よ り
大容量の 呼G式装置を使 って、1回 の加熱 ・冷却操作 により切断 に充分 なき裂を発 生 させ
る加熱条件が検討 された。
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4.1直径50mm、60mmおよび70mm鋼材 に対 す る1回 法 の検 討
Table2-4は、直径50mm、60mmおよび70mm試験片を用 いて行 われ たき裂発生実験の条件
を示 した ものである。また、Table2-5は、 この実験結果 として水冷却 中に音 を立てて、








6 50 68 3.04.0
7 50 100 1.32.3
8 50 115 1.1-1.9
9 60 88 2,1-3.9
10 60 122 1.2-2.8
11 60 142 0.9-2.2
12 70 70 3.65.6
13 70 105 1.73.3








(mm) (sec) (tonf) (mm)
6 50 3.33.8 2.7-2.32.5-3.3
7 50 1.62.1 2.8-2.32.5-4.4
8 50 1.31.8 2.92.3 2.3-4.2
9 60 2.23.2 2.8-2.03.0-5.8
10 60 1.42.0 2.8-2.22.5-5.2
11 60 1.01.7 2.9-2.02.0-5.3
12 70 4.45.2 3.9-3.34.5-6.6
13 70 2.22.9 4.0-3.23.0-5.6
14 70 1.41.9 4.2-3.43.0-5.3
Fig.2-8(a),(b)および(c)は、各試験片について加熱時間thと き裂深 さの関係およ
びt』 と破断荷重の関係を示 したものであ る。 この図によると、t』 があ る値に達 す ると
き裂が発生するが、 いずれの直径 の試験片において も、切欠 き底にき裂が発生す る場合 に
は、切欠き底断面での公称曲 げ破断応力 はき裂 のない場合の約150kgf/mm2(Table2-3参
照)か ら約19kgf/mm2以下に低下 し、最終破断に伴 う振動 と騒音 も顕著で はない。
また、破断面 は反復法 の場合 と同様に切欠 き底に沿 い、おおむね平滑 である。 このよ う
に、1回 の加熱 ・冷却操作によ り切断に充分なき裂を発生 させ る方法 は、本論文 にお いて



























































































































































1回法で き裂が発生 したときの加熱冷却部を組織面か らみ ると、試験片表面に焼 き入れ
層が形成 されない限界付近 の加熱 ・冷却操作を加 える場合に相 当 している。なお、 当然 の
ことなが ら焼 き入れ層が形成 されて しま うと、 き裂 は発生 しない。 この点が反復法 の場合
と異 なっている。
Fig.2-9は、直径が50叩～70mmの試験片 による結果を比較するために、加熱電力密度 と切
欠 き底に き裂 の発生す る加熱時間 との関係を示す ものである。 き裂の発生す る加熱電力密
























5.1切断片の形状 と重量のば らつ き
直径50mmのSUJ2鋼材(圧 延のま
ま)が ここで述べ た方法 により切










に例示 した ものであ る。本切断法によ るもの(右)は 、切断面が軸 にほぼ直角であるため
垂直に立てた場合、 ほとん ど ぐらつかない。 しか し、冷間せん断 した ものでは面 自体 がゆ
がんでいるとともに軸直角で はないので、垂直には立 たない。
Table2-6は、両切断法による切断片の重量測定結果 を示 した ものであ る。本切断法 は切







mean囚eight π (grf) 1277 1275


























本章で は、硬質鋼を圧延状態 のまま、破断面が平滑で、かつ、小 さい曲 げ荷重 で切断す
ることを目的 として、鋼材表面 を急熱急冷 し、切欠 き底でのき裂を積極的に発生 させ る方
法が検討 された。す なわ ち、直径38mm～70mmの軸受鋼 の切断位置 に予め環状V切 欠 きをつ
け、切欠 き周辺を高周波加熱、水冷却 して、切断に充分 な深 いき裂を発生 させ る加熱条件
が実験的に検証 された。 その結果 の概要 は次 のよ うである。
(1)直径38mm鋼材(SUJ2、圧延 のまま)の 場合、1回 の加熱 ・冷却操作によって切欠
き底にき裂を発生 させ ることはで きなか った。 しか し、あ る加熱条件範囲 において切欠 き
断面の曲 げ破断荷重 は、 かなり低下 した。 曲げ破断荷重が低下す る条件範囲内にお いて、
同一条件の加熱 ・冷却操作 を2～3回 繰 り返す と、破断荷重 は操作が1回 の場合 よ りさ ら
に低下 し、破断面上 に長 さ1.8mm程度 のき裂がみ られる場合 もあった。 しか し、 き裂発生
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は不安定であり、破断後の切断面も切欠き底断面をはずれた。
(2)したが って、直径38mm鋼材に、1回 目の加熱時間t1が2回 目の加熱時間t2よ
り長 い加熱 ・冷却操作を2回 繰 り返 して、切欠 き周辺表面を1回 目の操作 によ り焼 き入 れ、
2回目の操作 によ って焼 きもど しする反復法 の実験が試み られた。 その結果、切欠 き底に
深 さ約3～4mmの き裂を確実に発生 させ ることがで きた。直径55mm鋼材 の場合に も、同様
の方法 で切欠 き底 に充分な深 さのき裂 を発生 させ る ことができた。 いずれ の場合 も、切欠
き底断面 の曲げ破断荷重 は加熱 ・冷却操作を加 えない場合の約1/8以下 に低下 し、破断面
は切欠 き底に沿 い、 ほぼ平滑 であった。
(3)直径50mm以上のSUJ2鋼材の場合に は、切欠 き周辺表面が焼 き入れ されない限界付
近 まで加熱 した後、水 によ り急冷す ると、1回 の操作(1回 法)に よ って、以後 の切断に
充分 なき裂を発生 させ ることができた。
この場合、切欠 き底 断面 における曲げ破 断面 は、反復法の場合 と同様、切欠 き底に沿 い、
ほぼ平滑で あった。
(4)反復法にお ける1回 目、2回 目な らびに1回 法 いずれの場合 にも、 き裂を発生 さ
せ る表面加熱条件は、単位加熱面積当たりの電力、すなわち、電力密度 に対 して、 ある加
熱時 間幅 を もつ直線的 な帯状 の範囲 で表 され る ことが 明 らかに された(Fig.2-5および
Figs.2-8参照)。 反復法 は加熱 ・冷 却操作を2回 行わなければな らないので、1回 法 と
比較 して熱量、処理時間 に関 し不利であるが、 き裂発生条件範囲内で は、 き裂深 さがほぼ
一定 であり、 き裂発生には1回 法 より優れた面を持 っている(Fig.2-7およびFig.2-9参
照)。
(5)本方法(1回 法、反復法)に よる切断片 は球状化焼鈍後、冷間せ ん断 したものよ




本切断法 におけるき裂 は、 お もに加熱 ・冷却の過程 において、切欠 き底 断面 に発生す る
軸方 向引張残留応力により発生、進展す ると考え られる。特 に、反復法によ り生ず る残留
応力の発生機構については、検討がほとん どなされていないが、 この機構を検討す るため
には、鋼材の切欠き底断面 に発生 する残留応力 の状況が十分明 らかにされ る必要が ある。
ところが、切欠 きつき試験片を使 って切欠 き底および き裂先端 に生ずる残留応力 を直接測
定することは、切欠き底に き裂が発生す ることもあ って極 めて困難である。 それ故、本研
究 においては切欠 きな し試験片を、切断 に適す る条件で加熱 ・冷却 し、 その断面に発生す
る残留応力の分布を求 める方法が用い られた。本章で は、反復法 と1回 法 によ る最適 な加
熱 ・冷却操作を加えた切欠 きな し試験片 の加熱帯中央断面付近 にお ける残留応力および硬
さ分布 の測定結果 と、残留応力発生機構 に関する解析的な検討が行われて いる。
2.供 試材および試験片
供試材 は直径38m旧および55mmの高炭素 クロム軸受鋼丸棒(SUJ2,圧延のまま)で 、第2
章で述べ られた切断実験 に用いた ものと同一 ロットの鋼材である。Table3-1は、 その化
学成分 を、また、Table3-2は引張試験によ り求めた機械的性質を示 した ものである。引
張試験は、直径55mm鋼材 の場合には、JIS4号引張試験片 によ り、直径38mm鋼材の場合に
は平行部直径が10mmの引張試験片 によ り実施 された。 また、Table3-2に示す硬 さは各 引






















DiameterHardnessYield Tensile Breaking Elongation
of Hv(10kgf)strengthstrength strength
steelrod σv σ8 offinalarea (%)
(mm) (kgf/mm2)(kgf/mm2)σT(kgf/mm2)
38 347 71.3 123 132 6.6
55 343 66.2 118 127 6.8
なお、直径 が38mmと55mmの鋼材間で降伏強 さ(0.2%耐力)に は若干の差が見 られ るが、 こ
れ は圧延後の冷却状態 が直径によって異 なるためで はないか と思われ る。
これ らの直径38mmおよび55mmの鋼材か ら長 さ100mmの切欠 きな し試験片が切断 され、 き




この場合 の加熱 ・冷却条件 は、第2章 で述べ られた真空管式装置 によ る反復法の実験結
果を参考 に して設定 され た。
Table3-3は、残留応力および硬 さ測定用切欠 きな し試験片 の加熱 ・冷却条件を示 した
ものである。
表 中の条件番号3お よび4は 切欠 きを有す る直径38mmおよび55mm鋼材 の切欠 き底 に、 き裂
が発生 し、良好な切断が 可能 となる加熱 ・冷却(1回 目、2回 目の組 み合わせ)条 件であ
る(第2章 参照)。 なお、条件番号1お よび2は 、条件番号3の1回 目および2回 目に相









No. ospeclmenheating tl t2 water (sec)
(mm) (kVA)(sec)(sec)(〃s)
1 38 91 3.0 0.7 20
2 38 91 2.0 0.7 20
3 38 91 3.0 2.0 0.7 20
4 55 87 6.0 3.0 1.0 20
3.21回 法
この場合 の加熱 ・冷却条件 は、匹G式 装置 によ るものでな く、改めて真空管式装置 によ
って行われた実験結果 に基づ いて設定 された(本 章末尾の補遺参照)。
Table3-4は、 これ らの加熱 ・冷却条件を示す ものである(条 件番号5～7)。 表中の
条件番号6は 、鋼材 の切断に最適 と思われる条件、す なわち、切欠 きが あれば、 その底に
深 さ3～6mmのき裂が発生す る条件に相 当 し、 また、条件番号5お よび7は 、それぞれ こ










5 55 94 3.0 1.0 20
6 55 94 4.5 1.0 20




Table3-3および3-4の示す条件により加熱 ・冷 却 され た切欠 きな し試験片 は加熱冷却
部を中心 に した長 さ約40mmの部分がたてわ りにされ、 この断面上の加熱冷却帯中心線上に
おいて島津製作所製のマイクロビ ッカース硬 さ計(測 定荷重:500gf)により半径方向の硬
さ分布が求め られた。
4.2残留応力測定
Table3-3および3-4の示す条件 によ り加熱 ・冷却 された切欠 きな し試験片 の加熱冷却
部中央断面 にお ける残留応力分布が測定 された。 この測定 には平行 ビームによるX線 応力
測定装置が用 い られた。Table3-5は、X線 応力測定条件 を示 した ものである。応力測定
面へのX線 照射範囲 は測定応力方向に約2mm、これ と直角方 向に約4mmの矩形で あった。
Table3-5ConditionsofX-raystressmeasurment.
・X-rayincident Fixedφ 。 ・Irradiationarea 2×4
・X-raybeam Parallel (mm2)
・Target Cr ・Scanningspeedof 2
・Deffractionplane (211) detecter(deg./min)









ここに、 σ:残 留応力、E:縦 弾性係数、 ツ:ボ ア ッソ ン比
θo:試 料 の無 ひずみ状態における回折角
ΨX線 入射角、2θ ψ:任 意の入射角 Ψにお ける回折角
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この式にお いて、E、 ツお よび θ。は既知である。 そこで、試料軸方向応力 σ、を測定す
る場合 には試料軸方向(Z方 向)、 試料 円周方向応力 σtを測定する場合には試料円周方
向(t方 向)と 試験片表面法線 とを含む面内にお いて、X線 入射角 Ψが0'、150、30.
および40.の 場合 の回折 曲線 か ら2θ ψが求め られた。その結果、2θ ψ と、sin2Ψと
はほぼ直線関係 にある ことが明 らか に された。 この直線 の傾 き 〔=∂(2θψ)/∂(sin2
Ψ)〕 を(3-1)式に代入 すれば、試験片表面の σ。および σtを求 めることが できる。
表面 の σ。および σtの 測定の後、試験片の表面を全周 にわた って薄層除去 し、新表面で
再び σ。および σtを 測定 し、 この操作を繰 り返す ことによ って加熱冷却部中央断面の残
留応力分布が求め られ る。 この場合、簿層の除去 は予め所定の直径近 くまで30%硝酸水溶
液 によ り化学的に腐食 したのち、三酸化 クロムの正 リン酸飽和溶液によ る電解研磨 によ り
行われ、 その表面 は鏡面に近 い状態に仕上 げ られた。
薄層が除去 された後 の新表面 での残留応力値は薄層除去前 の残留応力値 とは異な る。 し
たが って、除去が行われていない初期の残留応力分布を求めるためには、薄層を除去す る
ことによる残留応力 の解放を考慮 して、測定 された応力値に補正が行われなければな らな
い。補正は、平 ・吉岡 の方法2)によ り行われ、その補正法の概要 は以下のよ うである。
初期 の試験片 の半径 をR。 とす る。一般に、k回 の薄層除去が行われ たときの半径を
R腱(k=1,2,…,n)とす る。薄層除去が行われ るたびに、 その表面 での応力成分 σ。
および σtが測定 され得 る。k回 の薄層除去を行 った ときの新表面での測定値を σk,。,x
(軸方向)、 σk,t,.(円周方 向)と 書 くことにす る。なお、 σk,。,x(半径方 向)は 常
に零である。
さて、半径R。 の円柱表面か らk回 の薄層除去を行 って半径 がRkに な ったとする。除
去 が全 く行われていない とき(半 径 がR。 の とき)のRkに おける残留応力 娠,i(i・z,
t,r)と円柱半径Rkま で薄層除去 されたときの測定応力 σk,i,.との関係 が、
ユ　　
σ 翼,i.xニ σ 腫,i+Σ △ σk,i(i・=z,t,r;σ 聡,r,xニ0)… …(3-2)
R=1
に よ って与 え られ る こ とを前 提 と して、 応 力 補 正が 行 われ て い る。 こ こで、 △ σk,iは円
柱 半 径 がR駄.1か らRkま で薄 層 除 去 に よ って 残留 部 に生 じる応 力解 放 値(応 力 の変 化
量)で あ る。 この式 に よ る とR。 か らR1、R陵 一1か らRkま で薄層 除 去 を行 うた び に
解 放 され る応 力 の総 和 を 、R髭 で の測 定値 σ聡,i,.(i・z,t,r)から差 し引 い た量 が、 除
去 が 行 わ れ て いな い状 態(半 径 がR。 の状 態)で の真 の残 留 応力 σk,i,(i=z,t,r)に等
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しい ことにな って いる。すなわ ち、
R。か らR翼 まで薄層除去 され るた
びに解放 され る応力 が、円柱 の中心
軸か ら除去表面まで一様 に加算 され
ることを許容 してい ることになる。
換言すれば、薄層除去によ って、応
力値 は変化 す るが、応力分布 の半径




去 したときの軸方向(Z方 向)の 応
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△-2・ ・血 一 ∫ ・・
Rk
2πrdr
の関係 が 成 立 す るが、 △ σ翼,。は円柱 の中 心軸 か らR翼 ま で 一様 で あ る とい う前提 に基 づ
くと、 △ σ麗,。はrに 依 存 しな い。 よ って 、上 式 か ら
R髭一1
△ ・ 隔 ・-1
食 ∫ ・ ・r血(k=1,2,一 一一一一㍉n)・ ・一一・・(3-3)
R配
が得 られる。








か ら決定 す ることができる。上式をR髭 か らR聡.1まで定積分す ると、
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R聡.l
R』・〆一 … 一 一 ∫ ・・血
RK
とな る。 こ こに、 〆(聡.p,,はR髭弓 ま で薄 層 除去 され た状 態 で の半径 方 向 の表 面 応 力 を
示 し、 その値 は0で あ る。 したが って、 上 式 は、
RR一 且
臨 ・一 一 孟 ∫ ・・血 一
RK
と書 け る。 σ'駄,.は、 半 径 がRk.1ま で薄 層 除 去 され た と きのRkで の半 径 方 向応 力 で あ
る。 した が って、 さ らに半径R髭 まで 薄層 除 去 され る と、 △ σ翼,。の応 力 が解 放 され 、 そ
れ を 〆k,。に加算 した ものが この と きの表 面 で の半 径 方 向応 力 で 、
〆k,。+△ σR,。=0
の関係 を満 たす 。 よ って、 次式 、
R翼一1
△一 一 孟 ∫ ・　 -
Rk
が 得 られ る。
さて、 半 径 がRR.1ま で薄 層除 去 され た と きのR馳 で の円 周方 向の応 力 を 〆髭,tとす る
と、(3-4)式 か ら、 次 の関係 、
(ilrレー娠『許 一
を得 る。他方、半径がRkま で薄層除去 され ると表面で の半径方向応力が0で あ るか ら、
次式が成立す る。
傷)出÷ 一
よ って 、(3-7)式 と(3-8)式 か ら、 次 の 関 係
σ'セ,r==σ'髭,t一 σk,t,翼(3-9)
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を得 る。 と ころで、R聡 弓 まで 薄 層除 去 した ときのR腱 で の 円 周方 向応 力 σ'髭,tがRkま
で 薄 層除 去 され る と、 △ σ㍑,tの応力 解 放 を生 じ、 円周 方 向応 力 は 〆k,t+△ σ㍑,tに変
わ る。 そ れ を測 定 して い るの で、
σ翼,t.。=σ'k.t+△ σM
の関係 が成 立 す る。 よ って、 △ σR,tは(3-5)式 と(3-9)式 か ら
R歌一1
△ ・㎞・(タ=一σkgr)誌 ∫ ・・血 ← △ ・恥・)…-
Rk
で 与 え られ る。
さて、n回 の薄 層 除去 によ って 、 円柱 の半 径 はR。,R鳳,R2,……,R龍 と変 化 す る。
ここで、 円 柱 の半 径 がR。 に な った ときの応 力補 正 式 を 求 め る。 半 径 がR。.1の ときの表




で あ る。 した が って、R。.1とR。 間 で の平均 応 力 δiを3方 向 に つ い て書 くと、
1洞
σz-一(σ(h-1),z,x+σn,z+Σ △ σ セ,z)
2R=且
1n.塞





と な る 。 そ う す る と 、
Rn.1R箆.1
















の 関 係 が 得 られ る。 他 方 、(3-2)式 か ら
ハ　 ほ
△ σn,z=σn,z,x一 σh,z一 Σ △ σk ,z
聡=1
が成立 す るので、 これ と(3-12)式を関 連 させ る と、
2R孟R孟 一1-R孟
σn,2=σ 馳,z,x一 σ(n _重》,z.x
R孟一、+R孟R孟,霊+R孟
　ロロ
ー Σ △ σ
k,`(3-14)
k=1
が得 られる。 また、次 の関係、
の ロ ロ
ム σn,t=σn,t,x一 σn,t一 Σ △ σ セ.t駅冨1
Rn-1-Rnn-1
=(σ(n _1),t,x+σn,t一 Σ △ σ 魔,t)一 一一(345)
2Rn洞
か ら((3-2)式 参 照)、
2RnR臓 一且 一R龍
σ 山t=σ 匝,t.x一 σ(馳 一D,t,x
Rn-1+RnRn-1+Rn
ぬロ　
一 Σ △ σ 取
,t(3-16)
翼=1
を得 る。 同 様 に、(3-10)式か ら△ σ。,.=△ σ。,tで あ るか ら、 半 径 方 向 に対 して
は(3-2)式 に よ り、
ぬ ロ コ
σ 山r=一 △ σn,t一 Σ △ σ 翼,t
聡=且











な お 、 Σ △ σ髭,i=σ(。-D,i,、 一 σ(。.D,iの 関 係 が 成 立 す る の で 、 そ の 関 係 を
R;1





















なお 、 研磨 が行 わ れ て い ない初 期 の表 面応 力(n=0に 相 当)は σ。,、=σ 。,。,。お よ び




Fig.3-2はTable3-3の条件番号1～4の 加熱 ・冷却操作を加えた切欠 きな し試験片 の
硬 さ分布 を示 した ものである。図中の各曲線 の番号 は条件番号 と対応す る。
曲線No.1は直径38mm試験片の申央部を3.Osec加熱 した後、20sec間コイル内面か らの
水噴射 によ り冷却 した場合(反 復法による供試材 の切断に適す る加熱 ・冷却条件 の第1回
目に相 当)の もので ある。表面か ら深 さ約0.5mmまで の範囲 では硬 さが約850で、 ほぼ一
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定値を示 し、 そ こか ら直線的に降下 し、深 さ0.9mm付近でも との硬 さとなる。硬 さが500
以上の部分を焼入れ層 とすれば、 この場合、焼入れ層厚 さは0.7～0.8mmとなる。
高周波加熱 は、試験片表面層 に流れる誘導電流 による発熱を利用 した加熱方法であ るか
ら、表面 ほど温度が高 くなる。 したが って、焼入れす ると試験片の表面層に焼入れ層が形
成 され る。加熱冷却部 中心線上で の組織観察によれば、表面か ら約0.5mmの深 さまで は、
ほぽ全面がマルテ ンサ イ ト、焼入れ層 と非焼入れ部の境界、す なわち、硬 さが減少 す る範
囲では、マルテ ンサ イ トとパー ライ トとが混在する組織 とな っていた。 また、非焼入 れ部







・冷却する前 とほ とん ど変化 してい
ない。 しか し、表面でわずかに低下
し、表面 か ら0.5mmの深 さで約360
となっていた。 これ は試験片表面 ほ
ど加熱温度が高いので、軟化 の効果




あ る。1回 目の加熱 ・冷却操作 によ
り、焼 入れ硬 化 した表面 か ら0.7




































、深 さ0.5～0.6mmの範囲 では約500に低下 して い
る。 その内部で は、 さ らに硬 さが低下 し、深 さ1mm以上ではもとの硬 さとなった。す なわ
ち、条件番号3の 操作 は1回 目の操作で形成 された焼入れ層が、2回 目の操作で焼 もどし
された ことにな る。 この場合、表面 ほど加熱温度 が高 いため、硬 さの低下が大 き くな って
いる。 また、焼 もど し後、最大 の硬 さを示す深 さは、1回 目の操作後における焼入れ層の
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硬 さが低下 し始 める深 さに一致 している。
曲線No.4は直径55mm鋼材の切欠 き底 に、 き裂が発生す る加熱 ・冷却操作(1回 目および
2回目の組み合わせ)を 加えた場合である。硬 さは表面で約400、深 さ1.2mm付近で最大
値約540となる。 また、 その内部で は硬 さが低下 し、深 さ1.5mm以上 では もとの硬 さとな
って いる。 この硬 さ分布形 は、条件番号3の 場合 とよ く似てお り、1回 目の操作で形成 さ
れた表面の焼入れ層が、2回 目の操作で焼 もど しされた状態 となってい る。
5.1.2残留応力分布
Table3-6は、条件番号3の 加熱 ・冷却操作(1回 目および2回 目の組み合わせ)を 加
えた試験片について、加熱冷却部中央断面 における軸方向、 円周方向および半径方向の残
留応力の実測値および補正値 を示 したものであ る。
Fig.3-3(a)～(d)はそれぞれTable3-4に示 された条 件番号1～4の 加熱 ・冷却操作
を加えた試験片にお ける軸方向、円周方向の残留応力分布を示 した ものである。
まず、Fig.3-3(a)は条件番号1の 操作、すなわ ち反復法 の1回 目の操作を単独 に加 えた場
合 ものである。試験片表面 に形成 された焼入れ層 における応力 は軸方 向、円周方向、 いず
れ も約100kgf/mm2の圧縮応力で ある。そ こか ら内部に向か って硬 さが急減す る範囲で応力
は急増 し、深 さ1mm付近では引張、 それよ り内部 の深 さ3mm付近で この引張応力 は最大値
約35kgf/mm2を示 して いる。 さ らに内部へ向か って ゆるやか に減少 し、深 さ6mm以上では
再び圧縮 となる。
Fig.3-3(b)は条件番号2の 場合、すなわ ち反復法 の2回 目の操作を単独に加えた場合の
ものであ る。表面 か ら深 さ4mmの範囲で は、軸方 向、円周方向 ともに引張応力が作用 し、
特に深 さ1mm付近 で最大を示 し、35～40kgf/mm2とな って いる。そ こか ら内部にか けて、
ゆ るやかに減少 し、深 さ4mm以上 では再び圧縮応力 とな って いる。
Fig.3-3(c)は条件番号3の 操作、すなわち上記条件番号1お よび2の 二 つの操作を重ね
て加えた場合 の残留応力分布を示 した ものである。表面付近 では大 きな引張応力を示 し、
申心部に向か って急激に低下 し、圧縮応力 に変化す る分布 である。特 に、2回 目の操作で、
硬 さが約800から400～500に低下す る範囲、す なわ ち、表面 か ら0.5～0.6mmの範囲で
は、2回 目の操作前の圧縮応力状態(Fig.3-3(a)参照)か ら引張応力状態に逆転 し、軸
方向および円周方向 ともに80～100kgf/mm2の引張応力が残留 してい る。 その内部 の、硬 さ
が500から供試材の硬 さに低下す る範囲では、2回 目の操作前 と大 きな変化 は起 らず、応
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力 は約40kgf/mm2であ る。 さ らに、 中心 部 へ 向か って ゆ るや か に減少 し、4～5mm以 上 の











(mm) value value value value value
0.0 39.7 39.7 32.0 32.0 0.0
0.02 49.5 49.4 48.0 48.0 0.0
0.04 61.4 61.2 50.1 50.0 一〇 .1
0.07 69.6 61.2 60.8 60.6 一〇 .2
0.10 100.1 99.4 76.1 75.8 一〇.3
0.52 66.0 61.7 57.9 56.1 一1.8
0.68 44.9 40.0 39.0 37.0 一2.0
0.79 39.4 33.7 34.6 32.2 一2.4
0.92 45.7 39.4 44.2 41.6 一2.6
1.07 41.5 34.5 41.1 38.1 一3 .0
1.33 42.8 34.5 42.3 38.7 一3.6
1.69 44.9 34.8 41.6 37.1 一4.5
2.19 41.0 28.5 41.6 35.9 一5.7
2.69 37.0 32.1 41.2 34.3 一6.9
3.48 24.8 6.9 26.0 17.5 一8.6
4.17 18.9 一1 .0 24.1 14.4 一9.7
4.89 15.0 一6.5 18.3 7.6 一10 .1
5.67 6.9 一15.8 8.9 一2.6 一11.5
6.44 4.0 一19.4 1.0 一10.8 一11.8
7.60 一1 .1 一24.8 0.0 一11.8 一11.8
9.16 一3 .2 一26.2 一〇.9 一12.6 一11.7
11.18 一2 .8 一24.5 一4.8 一15.9 一11 .1









































































































































































Fig.3-3(d)は、条件番号4の 加熱 ・冷却操作を加 えた直径55mm試験片 の加熱冷却部中
央断面 にお ける残留応力分布 を示 した もので ある。1回 目の操作 で形成 され た厚 さ約1.
4mmの焼入れ層は、2回 目の操作で焼 もどしされ、 その硬 さが400～550とな ってお り、
そこには、軸方向、 円周方向 ともに約100kgf/mm2の引張応力が残留 している。 さらに、
その内部で応力 は約30kgf/mm2に急減 したの ち、中心部に向か ってゆ るやかに減少 し、5
～7mmの深 さで圧縮応力 とな ってい る。 この応力分布 は、硬 さ分布 と同様 に条件番号3の












約1mm以上 の深 さで、硬 さが約360
となっている。表面付近 では硬 さが
低下 しているが、 これ は加熱時に表









































深 さ1mm付近 まで硬 さが800～850に達 し、厚 さ約1.2mmの焼入 れ硬化層が形成 されてお
り、表面下1.4mm付近では もとの硬 さにな っている。
5.2.2残留応力分布
Table3.7は、参考 のために、条件番号6の 加熱 ・冷却操作を加 えた試験片にお ける残
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留応力の実測値および補正値を一覧表に して示 した ものである。Fig.3-5(a)～(c)は、 そ
れぞれ条件番号5～7の 加熱 ・冷却操作を加えた試験片 によ り測定 した残留応力 の分布 を









(mm) value value value value value
0.0 一13.4 一13.4 一5.5 一5 .5 0.0
0.15 5.9 4.0 7.6 7.6 0.0
0.31 14.6 14.5 17.3 17.2 一〇.1
0.59 27.2 26.7 32.5 32.2 一〇.3
1.87 41.9 37.9 45.9 43.9 一2.O
3.31 37.9 29.8 40.1 35.6 一4 .5
4.81 20.4 8.6 21.7 15.3 一6 .4
5.49 21.6 8.5 22.4 15.3 一7.1
6.19 17.2 2.9 15.1 2.4 一7.7
6.87 14.4 一〇.9 10.4 2.3 一8.1
7.64 9.3 一7.9 8.0 一〇 .5 一8,5
8.38 7.9 一9.0 5.3 一3.4 一8.7
9.05 8.4 一9。1 2.1 一6.8 一8 .9
9.71 7.4 一10.6 2.9 一6.0 一8 .9
10.76 8.7 一10.3 3.1 一6.0 一9 .1
11.69 6.7 一13.2 1.5 一7.8 一9.3

















































































































Fig.3-5(a)および(b)は条件番号5お よび6の 操作によ り発生す る残留応力分布を示 し
た ものである。両者 の分布 はよ く似てお り、表面付近で軸方 向、円周方向 ともに引張応力、
内部で は中心 に向か って ゆるやかに減少 し圧縮の応力 となっている。また、応力 は深 さ1
～2mmで最大値を示 し、その値 は約40kgf/mm2となっている。 これ ら両者を比べ ると表面
付近の引張応力の発生範囲 は異 なっている。す なわ ち、 き裂 の発生条件を満たす条件番号
6の場合 は、表面下7～7.5mm、それに対 して条件番号5の 場合(き 裂 は発生 しない)は
5～5.5mmとな っている。条件番号6の 方がわずかであ るが、深 く(ほ ぼ2mm)なって い
る。 この発生範囲 の差が、 き裂発生 の駆動力 に直接関係 しているか どうかについては現在
の ところよ くわか らないので、今後 の課題 と考えている。
Fig.3-5(c)は、条件番号7の 操作によ り発生す る残留応力分布を示 した ものである。図
か らわか るように、表面 に形成 され た焼入れ層 で応力 は軸方 向お よび円周方向 ともに約
80kgf/mm2の圧縮応力、焼入れ層の硬 さが供試材 の硬 さに低下す る範囲で急増 して引張応
力に移行 し、表面 か ら約3mmの深 さで最大値約40kgf/mm2とな って いる。 そ こか ら内部に
向か って応力 はゆるやかに減少 し、表面下約8mmの深 さで再び圧縮応力 となって いる。
6.残留応力発生機構 の考察
6.11回 法























下 しはじめ、表面付近 は圧縮の熱応力 により降伏(図 中の②参照)し 、 これ以後最高温度
に達す るまで圧縮方向に塑性変形 して行 く(図 中の③参照)。 この とき、体積一定の条件
下で変形 するとすれ ば、鋼材 の半径 は大 き くなる。表面付近 の温度が最高点 に達 したの ち、
水冷却が始 まると表面付近は温度低下に伴 い収縮 しは じめる(図 中の④参照)が 、なお、
比較的温度が高いので塑性的 に伸 ばされ る。温度が低下するにつれて、表面付近 の変形抵
抗が回復 し、変形は弾性的 とな り、 引張の弾性応力が発生 しは じめる.(図中の⑤)。 さら
に冷却が進む と、表面付近 の引張応力 は大 き くな り、表面付近は引張方向 に再降 伏する
(図中の⑥参照)。 降伏後 は応力 の上昇がゆ るやかになり、完全冷却後 に残留する応 力は表
面付近で約40kgf/mm2の引張応力 になる。
すなわ ち、1回 法において き裂発生 の原動力 となるのはこの引張残留応力 と思われ る。
ここで、条件番号5の 場合について も若 干ふれ ると、 この場合 は条件番号6の 場合 と比
べて、表面 の加熱温度 が少 し低 いため、高温時 の塑性変形を生 じる深 さお よび塑性変形量
共に条件番号6の 場合よ りも小 さい。 しか し、冷却後 に発生す る引張残留応力の最大値が
同 じく約40kgf/mm2とな ってい ることを考え ると、冷却時 にも鋼材の表面付近 は条件番号
6の場合 と同様に引張応力 により再降伏 しているものと思われる。
6.2反 復法
次に、反復法 の条件番号3お よび4の 場合を考 える。
まず、1回 目の操作で鋼材の表面 に焼入 れ層が形成 される場合の応力発生機構に関す る考
察 は以下 のよ うである。 この場合、6.1項の1回 法 のき裂発生条件による場合 と比べて、
表面温度がよ り高 くな り、焼入れ可能な温度 に達 している。表面 の温度が高 いため,鋼 材
内部への伝導熱量 も多 くなって鋼材 は、よ り内部まで加熱 されることになる。
次に、 この状態か ら水冷却が始 ま る。 も し、 マルテ ンサイ ト変態が生 じないとすれば、
6.1項の場合 と同様の機構で表面 で引張、内部で圧縮 の残留応力 が発生 す る。 しか し、本
条件の場合 は、硬 さ分布 か ら見て も明 らかなよ うに焼入れ層が形成 されてお り、 マルテ ン
サ イ ト変態が生 じているので、変 態による膨張ひずみ3)がさらに重畳す る。すなわ ち焼入
れ層では、熱ひずみ として の塑性 縮み と変態ひずみ としての伸びが重 なるが、変態 ひずみ
の絶対値 の方が大 き く、結果 と して伸びが残留する。
結局、 これ らの伸び、縮みが中心部お よび各層相互に拘束 しあい、Fig.3-3(a)に示 され
た条件番号1の 操作 による残留応 力分布 になるもの と考 え られる。
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次に、2回 目の操作の場合 には、硬 さ分布か らみて1回 目の操作 により生 じた焼入れ層
が焼 もど しされ、 マルテ ンサ イ ト変態による膨張が除去 される操作 と考え ることができる。
試験片表面付 近 は、2回 目の操作により焼 もど しされて も、硬 さが、 なお、400～550と
比較的高 く、 しか も結晶が細かい。 このことは、 この部分 の降伏点が圧延のままのフェ ラ
イ ト、パ ー ライ ト組織に くらべて、はるかに高 いことを示 している。2回 目の加熱によ っ
て、焼入 れ層 のみ な らず、 これに接する熱残留 ひずみを持 つ部分 の応 力 も再分布す るであ
ろうが、表面付近 には、お もに1回 目の加熱時 の塑性縮 みに対応す る大 きな引張応力が残
留する ことにな る。Fig.3-3(c)および(d)の残留応力分布 は、 この状況を示す ものであ
る。
7.ま とめ
本章で は、切欠 き底 にき裂が発生する1回 法お よび反復法 の条件で、切欠きのない直径
38mmおよび55mm軸受鋼を加熱 ・冷却 し、加熱冷却部 の硬 さおよび残留応力分布が測定 され、
これ らの測定結果 を もとに、鋼材表面付近に発生す る引張残留応力の発生機構 について考
察が加 え られた。 その結果の概要は次のようである。
(1)1回法によ り発生す る残留応力の分布 は表面付近で最大値約40kgf/mm2の引張応
力、内部で圧縮 の残留応力 の分布 となった。 き裂 を発生 させ るためには、表面 に焼入れ層
が形成 されないよ うに、 しか も引張応力作用探 さを可能な限 り深 くすることが条件 となる。
(2)1回法 あるいは反復法の1回 目の加熱 ・冷却操作 によ り、表面が焼入 れされ ると、
発生残留応力の分布 は焼入れ層で約100kgf/mm2の圧縮応力、その内部で引張応力、中心
部で圧縮応力の分布 となる。
(3)反復法で は、1回 目の加熱 ・冷却操作によ り試験片表面 に焼入れ硬化層を形成 さ
せたのち、2回 目の操作 によ りこの層を硬 さHv・400～500に焼 もど ししてい る。表面付近
は降伏応力 の高い焼 入れ焼 もどし組織 にな るとともに、変態膨 張が除去 され、1回 の加熱
・冷却操作によ っては得 ることので きない約100kgf/mm2の引張残留応力状態 とな った。
この応力 は、お もに1回 目の加熱時に生 じる圧縮 の塑性変形 に対応 するもの と考え られ る。
その内部 の応力 分布 は約40kgf/mm2の引張、中心部 で圧縮 の残留応力分布 である(Fig。3一
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直径55mmSUJ2鋼材を1回 法 によ り切断する加熱 ・冷却条件 が、周波数20kHzの真空管式
高周 波焼 き入 れ装置を使用 して追加検討 された。す なわ ち、第2章 、第3節 の結 果を参照
しなが ら1回 の加熱 ・冷却操作 で切欠 き底に沿 う深 いき裂が発生す る条件が検討 され、破
断荷重、 き裂深 さと加熱条件 との関係 が求め られた。
1.加熱 ・冷却方法
試験片を加熱 ・冷却す る方法 は、第2章 に述べ られた ものと同様 である。すなわ ち、加
熱用 コイル は、内径61mm、幅30mmの円筒形で1回 巻の もので ある。試験片 とコイル は同
軸に、切欠 き部がコ イルの幅方 向申央 になるように配置 され、所定の時間thsecの加熱
後、直 ちにコイル内面 の冷却水孔か ら20sec間冷却水を噴 出することによ り試験片 は急速
冷却 され た。
2。実験結果 の検討
TableIは、実験条件(加 熱電力、加熱時間の範囲)と ともに、 き裂が発生する加熱時
間範囲、切欠 き部を片持 ち曲げ(L・70mm)による破断荷重 および破断面上 でのき裂深 さ測
定結果をま とめて示 したものである。加熱時間が切断 に適 当な範囲内にある場合には、水
冷却を開始 してか ら約5sec経過す ると、冷却中に音を立てて、 き裂が発生 した。 その後、
き裂を含 む断面を曲 げにより最終破断 させ る場合、切欠 き底断面 にお ける公称破断応力 は、
約18～19kgf/mm2とな り、最終破断 に伴 う振動 と騒音 も少 ない ことが明 らか とな った。
Fig.1は、TableIに示 され た条件番号1の 実験 について、破断荷重 および き裂深 さと加
熱時間 との関係を示 したもので ある。
加熱時間thが4.0～4.5sec一のとき、切 欠き底に深 さ3～6mmのき裂が発生 し、破断 の
ための荷重FBは 約3.5tonf(切欠 き底公称応力:約18～19kgf/mm2)であ った。破断後
の破断面 も、第2章 で述べ られたM-G式装置による場合 と同様、凹凸が少な く良好であ っ
た。一方 、tト が 一3.5sec以下お よび5sec以上で は、 き裂 の発生 は見 られず、破断に必
要 な荷重 もきわめて大 きいことが明 らか となった。 なお、本実験によ るき裂発生条件 は
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Fig.2-7のク ロスハ ッチ に よ り示 され た条 件 の 範囲 内 、
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本章 は、第3章 において求め られた残留応力の測定結果 に基づいて、切欠 きつ き試験片
の切欠き底断面 に発生す る残留応力 の評価 および冷却後の残留応力 とき裂進展深 さとの関
連について考察 した ものである。切欠 き底を含む断面での残留応力を直接測定 する ことは、
加熱 ・冷却 によってき裂が発生 して しま うこと、 き裂が発生 しない条件で も測定面積が小
さいこと等、困難であ るか ら、本研究における残留応力の評価 には有限要 素法(FEゆによ
る弾性計算手法が用い られてい る。切欠 き底を含む断面の応力を求めるに当たって は、 ま
ず、切欠きな しモデルに、第3章 において測定 された残留応力分布 と同 じ分布が得 られ る
ように初期 ひずみ分布が与え られた。 そ して、切欠きの有無によ ってき裂発生 のための加
熱状態 に大 きな相違 がないとい う前提 の もとに、 この初期ひずみ分布が切欠 きつ きモデル
および切欠 き底 にき裂 を有するモデルに与え られ、切欠 き底近辺およびき裂先端近傍 の残
留応力が弾性計算 されている。
次に、疲労 き裂発生における知見を参考 に して、 き裂先端か らある深 さにお ける計算応
力値を実効応力 σ。ffと名付 け、 この応力 と母材の強度試験結果 に基づいて、残留応力分
布 とき裂進展深 さとの関係が考察 されてい る。
2.切欠 きな し鋼材の残留応力分布
直径38mmおよび55mmSUJ2切欠 きな し試験片 の加熱冷却部中央断面 において測定 された
残留応力分布が再現 された。 それには上述 のよ うに切欠 きな しモデルに初期 ひずみを与え
て計算 しなければな らないが、 この初期ひずみの分布 は、第3章 、6節 にお いて考察 され
た応力発生機構か らみて妥 当な分布であ った。
なお、 ここで検討の対象 とされて いる加熱 ・冷却条件 は、すでに・第3章 のTable3-3
および3-4に 示 されているが、本章で も改めてTable4-1に掲 げ られてい る。
2.1計算モデル










speclmenheating tl t2 th 囚ater
(mm) (kVA)(sec)(sec)(sec)(2/sec)(sec)
Double1 38 91 3.0 0.7 20
heating2 38 91 2.0 0.7 20
process 3 38 91 3.0 2.0 0.7 20
4 55 87 6.0 3.0 1.0 20
Single5 55 94 3.0 1.0 20
heating 6 55 94 4.5 1.0 20
process 7 55 94 5.0 1.0 20
要 素分 割図 を示 して い る。Fig.44(a)は、 直径38mmモデ ル 、Fig.4-1(b)は直径55mmモデル
(いずれ も、 た てわ り断 面 の1/4)に 対 す る要 素分 割図 で あ り、各 要 素分 割図 の節 点数 は
303およ び308、 要 素 数 は527お よび539で あ る。 な お、 使 用 され て い る要 素 は、 三角 形











計算の手順 は、 まず、後 述の加熱 ・冷却 した切欠 きな し試験片 の硬 さ分布か ら(Fig.4-
5参 照)試 験片軸方向に加熱の影響が及んでい ると思われる幅20mm(加熱冷却部 中心か ら
片方10mm)の範囲 内にある各要素に対 し、軸方向に一定で半径方 向に分布を もつ三次元的
に等方な初期ひずみ{ε 。}(={ε 。.,ε。t,ε。。}T;ε 。.=ε。t=ε。。)が切欠 き
な しモデルに与え られた。計算 による軸方向応力成分が実測結果の残留応力分布 とよ く合
うまで、与 える初期ひずみの半径方向分布を修正 して計算が繰 り返 され る。なお、弾性係
数Eお よびボア ッソ ン比 ンとしては、供試材か ら切 り出 したJIS4号引張試験片 による実
験値が用 い られ、 それ らの値 はそれぞれ2.18×104kgf/mm2および0.32であ る。
なお、個 々の要 素に与え られた初期ひずみ{ε 。}か ら各要 素の応力 を求める方法Dの
概要は以下 のよ うである。
まず、初めに一つの要 素のみ について考え る。いま、代表的な要素をeと し、要素内の任
意の点における変位を列 ベ ク トル{f}で 表す と、(4-1)式のよ うになる。
{f}=〔N〕{δ} (4-1)
ここに、{δ}は 要素eの 節点 変位を表す列ベク トル、 〔N〕は節点 の座標で表 されるマ
トリックスで ある。 これ は要素e内 の変位 が与え られ ると、節点 の変位が決まることを表
している。 さらに、
要素e内 のひずみ{ε}は 節点 の変位{δ}に より(4-2)式のように表 される。
{ε}=〔B〕{δ} (4-2)
こ こに、 〔B〕は節 点 の座 標 と要 素 内座標 とで表 され るマ トリック スで あ る。
一方 、要 素 内 の応 力{σ}は(4-3)式 の よ うに表 され る。
{σ}=〔De〕({ε}一{εo}) (4-3)
ここに、 〔D・〕は材料定数で表 され る弾性 マ トリックス・{ε ・}は 材料の温度変化 に
よ る膨張、収縮等に起因 す る初期 ひずみであり、任意 に与え ることがで きる。
以上 の式か ら、要 素eの 節点変位が求め られれば、要 素内のひずみ・応力を求め ることが
できる。次 に、要 素に作用 する外力 と節点変位の関係について は・要素に加え られ る外部
仕事 と要素内部で為 され る内部仕事 とが等 しい と置 くことにより・次 のよ うに導かれ る。
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要 素eに 作用 す る外 力{F}は 節点 のみ に作 用 す る と し、 要 素 に加 え られ る外 部 仕 事 お よ
び 内部 仕 事 は それ ぞ れ、
外 部 仕 事:(d{δ})T{F}(4-4)
内部 仕 事:(d{ε}T){σ}
=(d{δ})T(〔B〕T{σ})(4-5)
のよ うに表 され る。
こ こで、(4-5)式を要 素 体積 で積 分 した もの と、(4-4)式が等 しい と置 き、 さ らに(4-3)
式 を 使 う と、(4-6)式の よ うに、{F}と{δ}と の関 係 が求 め られ る。
{F}一(∫ 〔B〕・ 〔D・〕 〔B〕伽){δ}
一 ∫ 〔B〕 ・ 〔D・ 〕{・ ・}dv-一 一(4-6)
今、初期 ひずみによ り生 じる応力を求める場合には、(4-6)式の左辺{F}は 零であ
るか ら、(4-7)式が得 られ る。
∫ 〔B〕・ 〔D・〕{・ ・}伽
一(∫ 〔B〕・ 〔D・〕 〔B一 δ}
(4-7)
鳩 一 ∫ 〔B〕・ 〔D・〕{・ ・}欄 期 ひずみによる等価節点力{F},♂
∫ 〔B〕・ 〔D・〕 〔B〕巾 は要素剛性 マ ー ス 〔K〕・ と職 それぞれ軸対
称 リ ング要 素 の場 合 、近 似 的 に(4-8)、(4-9)式のよ うに表 され る。
{F}ε。ニー2π 〔B〕T〔De〕{εo}〒 △(4-8)
〔K〕e=2π 〔B〕T〔De〕 〔B〕 〒△(4-9)
ここに、 ア:要 素三角形 の重心座標、 △:要 素三角形の面積
〔B〕:ひずみ と節点変位 とを関係づ けるマ トリックスであ り、
要 素重心にお いて求 めたもの
(4.7)式をモデルの各要素について導 き、構成要素数の連立方程式 として{δ}を それぞ




Fig.4-2(a),(b),(c)および(d)に示 されているひずみ分布は、第2章 第6節 で明 らかに
された定性的な初期ひずみ分布が実測 された残留応力 σ、の分布を参照 しなが ら逐次近似
的に定量的なひずみ分布 と して求 め られ たものであ る。それぞれの図 中には残留応力分布
の計算値 と実測値が比較 のために示 されてい る。
Fig.4-2(a)はTable4-1の条件番号1の 場合に対応する初期ひずみ分布を示 している。
表面か ら深 さ約0.8mmまでの範囲に、主 として、 マルテ ンサイ ト変態膨 張2)に起因 する伸
びのひずみ、 また、深 さ約0.8mmから7mmの範囲に加熱時の圧縮塑性変形に起因す る縮み
のひずみか らなる初期 ひずみ分布 となっている。そのことによ り、残留応力分布の計算値
は実測値 とよ く一致 させ ることが可能 とな っている。
Fig.4-2(b)はTable4-1の条件番号2の 場合に対応す る初期ひずみ分布を示 した もので
ある。表面か らの深 さ6mm範囲 に、表面か ら中心 に向か って減少す る分布 となっている。
この ことか ら判断 して、初期 ひずみの半径方向の分布の与え方には整合性がある ものと考
えてよい。すなわ ち、残留ひずみは加熱層 の圧縮塑性変形に起因するものであり、加熱時
の温度が表面 ほど高 いため、表面 ほど大 きなひずみ(縮 み)と なってい るもの と考え られ
る。
Fig.4-2(c)はTable4-1の条件番号3の 場合、す なわち条件番号1と2の 加熱 ・冷却の
操作 を連続 して加 えた場合に対応す る初期 ひずみ分布を示 した ものである。 これ は深 さ約
0.8mmまでの範囲にか な り大きな縮みのひずみ、そ して深 さが約0.8mmから内部 に向か っ
て ほぼ直線的に減少 し、深 さが約7mmに達す ると零になるような縮みのひずみの分布 とな
ってい る。 このような初期 ひずみによ って得 られる残留応力分布 は実測値 と非常によ く合
ってい ると思われる。第1回 目の操作 により表面付近に発生 したマルテ ンサ イ ト変態膨張
による伸 びは、第2回 目の操作 により焼 もど しされて除去されるか ら、焼入れ層で あった
範囲 に与 えた初期 ひずみ は、1回 目の加熱時 にマルテ ンサ イ ト変態が起 こらない としたと
き生ず る縮み のひずみ に相 当す るもの と思われる。なお・ この範囲 は・焼入れ焼 もど しを













































































































































Fig.4-2(d)はTable4-1の条件番号4の 場合に対応す る初期ひずみ分布を示 した もので
ある。表面か ら深 さ約1.2mmまでの範囲に比較的大 きな縮みのひずみ、 ここか ら内部に向
か って減少す るひずみの分布 とな っている。Fig.4-2(c)の場合 と同様、 このよ うな初期ひ
ずみによって得 られた残留応力 は実測値 とよ く一致 してい る。
2.3㌔2.1回法
Table4-1に示 されている条件番号5、6お よび7の 場合 の実測残留応力を再現 させ る
ための初期 ひずみ分布 が求 め られた。Fig.4-3(a),(b)および(c)はF囲により計算 された
初期 ひずみ分布を示 した ものである。また、図中にはそれぞれ の場合 について、残留応力
分布の計算値 と実測値 が比較のため示 されて いる。
Fig.4-3(a)は、Table4-1の条件番号5の 場合に対応す る初期ひずみ分布 を示 した もの
であ る。表面か ら深 さ約12mmまでの範囲 に表面か ら中心に向か って ゆるやかに減少す る





















































































































































Fig・4-3(b)は・Table4-1の条件番号6の 場合に対応する初期 ひずみ分布を示 したもの
である。表面か ら深 さ約13mmの範 囲に表面か ら中心 に向かってゆるやかに減少する縮みの
初期 ひずみ分布 とな ってい る。 こうす ることによ って、残留応力分布 の計算値は実測値に
をよ く・一致 させることが可能 であ った。 この場合の初期ひずみは切欠 きがあ ると、 き裂が
発生す るものであり、 き裂の発生 しない条件番号5の 場合に比べて、振幅、与える深 さが
大 き くな っている。
Fig.4-3(c)はTable4-1の条件番号7の 場合に対応 する初期ひずみ分布を示 したもので
ある。表面か ら約1.2mmまでの範囲 に、主 として、マルテ ンサ イ ト変態膨 張に起因する伸
びのひずみ、深 さ約1.2mmから12mmまでの範囲に加熱時の圧縮塑性変形に起因す る縮みの
ひずみの初期ひずみ分布 とな って いる。 この場合 も、残留応力分布 の計算値 と実測値 とを
よ く合わせ られている。
3.切欠 きつ き鋼材の残留応力分布
ここでは、上述 の切欠 きな しモデルを使 って設定 された初期ひずみ分布 を切欠 きつきモ
デルに与え、切欠 きつ き試験片 の切欠 き底断面に発生 する残留応力が計算 され た。 なお、
切欠 き底にき裂が発生す る条件 の場合に も、切欠 き底 にき裂が発生 しない と仮定 して計算
が行 われた。
また、 この計算で は、試験片 の軸方向および半径方 向の加熱 ・冷却 の状況および残留 ひ
ずみの分布が、切欠 きの有無 によって変わ らないことを前提 と している。 そ こで、計 算に
先立つて、 まず、同 じ条件 の加熱 ・冷却操作が加え られた切欠 きな しお よび切欠 きつ き試
験片 のたてわ り断面上における硬 さ分布 の測定結果か ら、切欠 きの存在によ って加熱 ・冷
却状況がどのよ うに変化 するかが調査 されて いる。
3.1切 欠 きの有 無 と加熱 ・冷却状況
まず、直径38mm切欠 きつき試験片 の加熱冷却部中央付近において、試験片半径方向の硬
さ分布が調査 された。
Fig.4-4は切欠 き肩部 か ら試験片端部方向へ1mm離れた半径線上での硬 さ分布 と、第3章
のFig.3-2に示 された切欠 きな し試験片 の加熱冷却部線上での硬 さ分布 との測定結果を比較




20sec間水 冷却 された場合の硬 さ分
布で、表面 か ら0.7～0.8mmの深 さ
まで硬 さが800～900となり、焼入
れ されてい ることがわか る。No.2
の曲線 は、2sec間の加熱後、水冷
却が加え られた場合 の もので、硬 さ
分布 は加熱 ・冷却前 とほ とんど変わ
っていない。 また、光学顕微鏡によ
り観察 され た組織に も変化 は見 られ
なか った。
No.3の曲線 は3sec闇の加熱後、
水冷却 し、 引続いて さらに2sec間
の加熱後、水冷却 された場合の硬 さ
分布である。1回 目の操作によ り焼



























が2回 目の操作によ り焼 もどしされてお り、表面 ほどその程度 は強 くな ってい ることがわ
か る。 また、No.1および3の 硬 さが上昇 してい る層 は、約0.8mmの厚 さを持 ち、切欠 き
底には達 して いない。
Fig.4-5は、直径が55mmの切欠 きな しおよび切欠 きつき試験片 に、条件番号4の 加熱 ・
冷却操作 が加え られた場合 の硬 さ分布を二次元的 に示 した ものである。 この図には硬 さが
400と500の等硬 さ線が示 されている。 この図か らわか るよ うに、1回 目の加熱 ・冷却操
作 によ り焼入 れ部 が形成 され、 この部分が2回 目の操作 により焼 もど しされてい る。
切欠 きつき試験片 に形成 され る焼入れ層の厚 さは、切欠 き付近において切欠 きな しの場合
よ り若干厚 く、切欠 き深 さ以上 に達 している。 しか し、切欠 き底 での硬 さは処理前に比べ
て変化 してお らず、組織変化 も見 られない。
一般 に、切欠 き部 のよ うな断面急変部を持つ鋼 の表面 が円筒形コ イルによ り高周波加熱
され ると、鋼 中を流れ る誘導電流 は尖頭効果 によ り切欠 き肩部 に集中 し、切欠 き底 には流
れに くい3)。そのため、切欠 き肩部が他の部分よ り若 干強 く加熱 される。 しか し、切欠 き
部分 は加熱帯全域か ら見れば、比較的狭い範囲であ る。Fig.4-4および4-5から明 らかな
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上 に述べ られたよ うに・切欠 きの有鰍 ・拘 らず加熱 ・冷却の操作を加えた後 の硬 さ分布
にはそれほど大 きな差異が見 られなか った。 したが って、切欠 きな しモデルに与え られた
もの と同 じ初期ひずみが切欠 きつきモデルに も与え られ、切欠 き脳 面に発生す る残留応
力 の分布がF蹴 よ り計算 さ批 ・応力計算 に使肌 たモデルは、長 さカ・60mmでそ唖
径 が38mmおよび55mmの切欠 きな しモデルの中央 に深 さ1.5mm、底半径0.25㎜の60度
V切欠 きをつ けた ものである。Fig.4-6(a)および(b)は、それぞれの要素分割図を示 して
いる。
















Fig.4-7(a),(b),(c)および d は、 直径が38mmおよび55mmの切欠 きつ き試 験片 に、
Table4-1に示 された加熱 ・冷却操作が加え られた とき、切欠 き底断面 に発生す る軸方向
および円周方向応力の計算結果を示 した ものである。
Fig.4-7(a)は、条件番号1の 場合に対応す る残留応力分布 を示 した ものであ る。切欠 き
底付近 は表面層 に形成 されたマル テンサ イ ト層のために軸方 向、円周方向 ともに圧縮応力
状態 となっている。
Fig.4-7(b)は、条件番号2の 場合に対応する残留応力分布を示 した ものである。 この場
合には、加熱 ・冷却条件が表面層 を相変態 させない もので あったため、切欠 き底付近は軸
方向、 円周方向 ともに引張 の残留応力状態 にな ってい る。
Fig.4-7(c)は、条件番号3の 場合、すなわ ち、条件番号1お よび2の 加熱 ・冷却操作が
連続 して加え られた場合 に対応す る残留応力分布を示 した ものである。切欠 き底付近 の引
張残留応力 は、条件番号2の 加熱 ・冷却操作が単独 に加え られた場合 より大き く、また、
引張残留応力が発生す る範囲 も幾分深 くな ってい ることがわか る。 この ことは、 この操作
が加 え られ ることによ り、切欠 き底全周に深 いき裂 が発生す ることと、 よい対応 を示 して
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い る。
Fig.4-7(d)は・条件番号4の 加熱 ・冷却操作が、直径55mmの切欠 きつき試験片に加 え ら
れた場合の計算結果 を示 したものである。 この場合 も、切欠き底付近 の引張残留応力状態
は、条件番号3の 場合 とよ く似 た分布 となってお り、 このことは切欠 き底全周 にわた って
深 いき裂が発生す ることとよ く対応 している。
なお、条件番号3お よび4は 、 いずれ も切欠 き底 にき裂が発生 しない と仮定 して計算 され
た応力分布である。
また、条件番号1～4に 対 して は、応力変化の著 しい切欠 き底付近 の応力分布が要素分






























































































Fig.4-8(a),(b)および(c)は、直径が55mmの切欠 きつ き試験片 にTable4-1に示 されて
いる条件番号5、6お よび7の 場合 の加熱 ・冷却操作が加え られたとき、切欠 き底断面 に
発生 する軸方 向および円周方向応力 の計算結果 を示 したものである。
Fig.4-8(a)および(b)は、条件番号5お よび6の 加熱 ・冷却操作 により、試験片表面 に
焼入れ層が形成 されない場合(Fig.3-4参照)に ついての計算結果を示 した もので ある。
切欠 き底付近 は引張、内部 は圧縮の応力分布状態 とな ってい る。引張応力値は、条件番号
6の方が条件番号5の 場合 より大 き くな って いる。
Fig.4-8(c)は、条件番号7の 場合に対応す る残留応力分布の計算結果を示 した ものであ
る。軸方向、円周方向の応力 は、切欠 き底付近で圧縮、中心部へ向か って引張に変 わ り、
さらに内部で再 び圧縮に変化す る応力分布 とな っている。
これ らの図か ら明 らかなよ うに、切欠 き底付近 の応力 は切欠 き底か ら内部に向か って比
較的急激な変化を示 してい る。切欠 き底 では、条件番号6の 場合の方が条件番号5の 場合
より大 きな引張応力が発生 してお り、条件番号6の 操作が加え られたとき、切欠 き底にき
裂が発生す ることと、 よい対応 を示 している。 しか しなが ら、条件番号6の 場合 に対応 す
る応力分布 は、反復法における条件番号3お よび4の 場合 と同様、加熱 ・冷却 中にき裂が
発生 しない との前提 のもとに計算 され た結果である。 これ ら切欠 き底 に、 き裂が発生す る
場合 について の検討 は次節に述べ られて いる。
なお、要 素形状 を細か くした細分割モデルによる切欠 き底付近の応力分布 の再計算値 は

































































































4.き 裂を生 じた切欠 きつ き鋼材 の残留応力
前節 では、切欠 きつ き試験片 に各条件 の加熱 ・冷却操作が加 え られたとき、切欠 き底断
面 に発生す る残留応力 の分布が計算 によ り求め られた。 ここで は、 その うち切欠 き底 にき
裂が発生す る条件 の場合 に対 して、 き裂発生後のき裂進展過程にお ける残留応力分布 の変
化する様子を き裂深 さを変 えることによ り計算す ることが試み られている。
なお、 き裂発生時 の残留応力分布 に関 して は、次章で検討がなされている。
4.1計算モデル
計算に使用 されたモデル は、Fig.4-6(a)および(b)に示 されている切欠 きつきモデル の
切欠 き底 にき裂をつ けた ものである。切欠 き底 につ けたき裂お よびその深 さの変化 は、切
欠 き底断面 の支持点 を表面側か ら解放することによってモデル化 されている。また、 き裂
を含む断面 に発生 する応力分布の計算に際 し、 このモデルにおいて与え るべ き初期ひずみ
分布 は、先に求 めた応力再現時の ものが適用 されてい る。
4.2き裂深 さと応力分布計算結果
4.2.1反復法
Fig.4-9(a)および(b)は、Table4-1に示 されて いる条 件番号3お よび4の 直径が
38mmおよび55mmのものについて、 き裂先端付近 の軸方向応力 σ、の分布がき裂 の進展




































これ らの図か ら明 らかなよ うに、切欠 き底 にき裂が発生す ると、その先端付近の σ、は、
き裂がそれ ほど進展 していない範囲では、 その深 さとともに増加す る。 そ して、 き裂が そ
れ以上深 くな るとσ。 は逆 に低下 しは じめる。 これ は試験片 の直径が38mmの場合 も55mm
の場合に もほぼ同一の傾向を示 している。 なお、図中の斜線部、破線お よび一点鎖線 は次
節の考察時 の説明に使用 され る。
4.2.21回法
1回法の場合、 すなわち条件番号6(Table4-1参照)の ときの計算結果 はFig.4-10に
示 され るよ うである。 この場合 も、反復法の場合 と同様 に、 き裂が発生 して ある深 さに達





























前節で求 め られた各試験片 のき裂先端付近にお ける残留応力の分布 と、SUJ2供試材の母
材強度 とを比較す ることは、第2章 で述べ られた切断実験 において切欠 き底 に発生 したき
裂深 さが何によ り定ま ったかを考察する上 に有意義な ことであ る。
Fig.4-11は、切欠き底 に発生 したき裂の顕微鏡写真 の一例を示 している。 これは60度v、
深 さ1.5mmの切欠 きを もつ直径38mmのSUJ2鋼材にの条件番号3の 加熱 ・冷却操作(反 復
法)が 加え られた場合 に発生 した き裂であ り、 き裂 の発生 した切欠 き底断面が片持 ち曲げ
によ り破断 された後、破断面 の中央 を通 るたてわ り断面上で撮影 された ものである。 この
図に示 されてい るき裂の深 さ(切 欠 き底 か らの深 さ)は 約3.6mmであ り、同 じ操作(条 件
番号3)に より発生 した き裂 の深 さは、すべて3～4mmの範囲にあった。
また、条 件番 号4(反 復法)の 加 熱 ・冷 却操作 が加 え られた直径が55mmの切欠 きつ き
SUJ2鋼材の切欠 き底に発生 したき裂 の深 さ は4.5～6mmの範囲 内にあ った。
さ らに、条件番号6(1回 法)の 加熱 ・冷却操作が加え られた直径55mmの切欠 きつ き
SUJ2鋼材の切欠 き底 に発生 す るき裂 の深 さは、3.6～6mmの範囲 内にあ った。Fig.4-9
(a),(b)およびFig.4-10の斜 線部 は上に述 べ られたき裂深 さの範囲を示 してい る。
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さて、 き裂先端付近における鋼材軸方向の計算応力 σ。は、全 ひずみを弾性 ひずみ とみ
なして求め られた見掛 け応力であ り、き裂先端付近で急激 な応力勾配を もっている。 した
が って、母 材の引張試験 における破壊強度 と関連を持つの は、 き裂先端の最大応力値では
な くて、 き裂 の先端 か らある深 さ εの位置の実効応力値 σ。ffと考えるのが妥 当である。
これ は、鋭 い切欠 きを持 つ試験片に疲労き裂が生 ずる とき、 き裂 の発生 は切欠 き底 の最大
応力によるのではな く、 ある深 さにおける σ。ffによる、 と考えて取 り扱 うの と同様 であ
る4》5)。
すでに、第3章 にお いて述べ られたよ うに、供試材 の表面付近よ り切 り出された引張試
験片では、 直径 が38mmの鋼材、直径が55mmの鋼材、いずれの場合 も試験片 には破断までほ
とんど くびれが見 られず、破断面 は引張軸にほぼ直角方向であるとともに比較的平滑であ
った。 しか も破断伸び は、直径が38mmの鋼材で は6.6%、55mmの鋼材 では6.8%程度 であ
り、破壊挙動 はぜ い性的 なものであった。
と ころで、母材 の真 破断応 力 σTは 、直径が38mmの鋼材 で は132kgf/mm2、直径が
55mmの鋼材 では122kgf/mm2であった。 その σTがFig.4-9(a)、(b)およびFig.4-10に
一点鎖線 によ り示 されて いる。
そこで、Fig.4-9およびFig.4-10に示 されている き裂深 さに対 し、 き裂先端 か らε=0.
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1mmの位 置の応力を σ。ffと仮定 して、それが変化す る様子を示す と、破線 のよ うになる。
各図 のき裂深 さの範囲内にお ける一点鎖線 と破線 の関係か ら見ると、両線の交点が斜線部
の中央に位置 していることか ら、反復法、1回 法、 いずれの加熱 ・冷却操作 の場合 も、発
生するき裂 はその先端か ら約0.1mmの深 さの計算 引張応力値が σTに ほぼ等 しくなる位置
まで進展する と考える ことができる。
なお、第5章 で述べ られているが、き裂が発生 し始めてか らの熱応力の作用深 さは完冷
時まであま り変化 しない。 したが って、本章で計算 されたき裂進展中の応力分布 の変化状
況 は、実測残留応力分布 によ り設定 された初期ひずみ分布を使 って求め られて も、 き裂進
展中の応力分布を比較的正確 に表 しているのではないか と考 え られる。
6.ま とめ
本章では、切欠 きの有無によ って加熱 ・冷却状況 は変わ らない との前提を置 くことによ
り、切欠 きな し試験片 にお ける実測残留応力分布を切欠 きつきモデルに与え、切欠 き底付
近 の残留応力がFEMによ り計算 され た。 さ らに、 き裂が発生す る加熱 ・冷却条件 の場合 に
対 し、き裂が進展す る場合 の応力分布が計算 され、切断実験 において実測 されたき裂深 さ
との関連 が求め られ た。
これ らの結果 の概要 は次のようである。
(1)初期 ひずみを切欠きな しモデルの加熱部対応範囲に与 えることによ って、切欠 き
な し試験片 の加熱冷却部中央断面において測定 された軸方向残留応力分布を再現す ること
ができた。 この場合、円周方向残留応力の計算値 は、測定値 とその分布形 はよ く似てい る
が、多少 の差があ った。
(2)き裂を発生 させ る加熱 ・冷却条件 の場合、切欠 き底付近の軸方 向引張応力 は、き
裂が発生 しない条件 の場合よ り大 き く、作用深 さも深かった。
また、 き裂が発生する条件間 の比較では、軸方 向引張応力は、反復法の方 が1回 法 よ り大
きか った。
(3)き裂進展 に伴 って、 き裂先端付近 の軸方向引張応力 は、1回 法、反復法いずれの
場合 も、 き裂深 さの増加 とともに一旦増加 したのち、減少 した。 これ は・切断実験 におけ
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るき裂の発生、進展状況が安定 している ことに対応 してい ると思われ る。
(4)切断実験時、切欠 き底 に発生 させ たき裂 は、1回 法、反復法、あるいは試験片直
径の相違 にかかわ らず、 き裂先端か ら深 さ約0.1mmの位置 にお ける軸方向の計算応力が、
母材の真破断力に ほぽ等 し くなる深 さまで進展す ることが明 らかに された。
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鋼材 の切断において・ き裂 の発生す る時期 は冷却が完了 してか らで はな く、冷却中であ
る。 き裂 は加熱 ・冷却中の熱応力によって発生 し、 これは時間の経過 とともに変化する。
この熱応力 の時間的変化 とき裂 の発生時期 との対応を解析 した報告 は、現在の ところまだ
なされていないよ うである。 この問題 を検討す る場合、本来な ら、切欠きつ き試験片に対
して検討が加 え られ るべきであ るが、切欠 きつき試験片による実験で は切欠 き底 にき裂が
発生 ・進展 した り、切欠 き周辺 での温度分布が急激 に変化 してい るために、応力解析に必
要 な温度分布が正確に測定 されないとい う問題点が生ず る。 したが って、本章では、切欠
きな し試験片に対 して熱応力の時間的変化が計算 され、その結果 とき裂発生時期(第2章
参照)お よび き裂発生加熱時間範囲 との対応が検討 されている。 さらに、切欠 きな し鋼材
の残留応力(冷 却終了時点 での)の 計算値 と実測値(第3章 参照)と の比較検討 も行われ
ている。
2.温度解析 の手順
加熱 ・冷却 中の試験片 〔直径:2r。(=55mm)、長 さ:2Z。(・80mm)〕に発生する熱応力







に よ って与 え られ る。 この式 に お いて、T(r,z,t)は 点(r,z)(r:半 径 方 向座 標、
z:軸 方 向座 標)で の時 刻tに お ける温 度 で あ る。 また、aは 温度 伝 ぱ率 で あ る。 この方
程 式 の数 値 解 は初期 値T(r,z,0)と 円 筒 表面 と端 面(r-r。 お よびz=z。)の 境 界
値T(r。,z,t)およ びT(r,z。,t)が与 え られれ ば、 差 分法 に よ り求 め られ る。
こ こで は、 境 界 値 と して 試 験片 の表 面 に溶接 され た熱 電 対 に よ り測定 され た温 度 が用 い ら
れ て い る。 ま た、初 期 値 と して は室 温 が 〔T(r,z,0)=200c〕 用 い られて い る。
一65一
一 方・aを 決 定 す る ため に使 用 され た円筒 内部 の温 度 変化 を測 定 す るた め に、 内部 の特 定
点 が 設 け られ、 熱伝 対 が 溶 接 され て い る。
さて・ 差 分法 に は陽 的 解 法 と陰 的解 法 が あ るが、 こ こで は陽 的解 法D・2)に よ り計算 が
行 われ て い る。 いま・ 半 径rと 軸 長zの 定 義域 を0≦r≦r。 、0≦z≦z。 とす る。 そ
して、rの 定義 域 の幅r。 を(N-1)等 分 し、半 径 方 向 の格 子点 の座標 をr-n〔r。/
(N-1)〕=n△r,(n-0,1.….N-1)と 書 くこ とに す る。 同様 に 、zの
定 義域 の幅z。 を(M-1)等 分 し、z-m〔z。/(M-1)〕=m△z,(m=0,1,






















い ま、 便 宜 上 、
θ2=a△t/(△z)2,θr=a△t/(△r)2(5 _4)
とす る と、(5-3)式 は 、
胤 一 θ。(T息..、+T£.一 、)+θ 。 〔(1+1)T盈 、,m
2(n-1)
+(1-1)T呈 、,。〕+(1-2θ 。-2θ 。)T£ 。 …(5-5)
2(n-1)
と書 け る。 この式 に よ って 、 各格 子点 で の温 度 が求 ま るが 、 それ はn≧1お よ びm≧1の
領域 に限 られ る。
n=0の 場 合 、 す なわ ち、r=0の 場 合 に は、 断熱 の条 件 が適 用 され る。
よ って、
(ll)冨・ 　 )
の関係 が導 入 で き、T。,nは(5-7)式 の よ うに な る。
T£ セ1一 θ 。(Tよ 。.1+Tよ 。.、)+2θ 。Tεn
+(1-2θ2-2θr)Tよm(5-7)
次 に、加熱 ・冷却帯 の中央断面Z=0(m=0に 相 当)で の温度に対 して も断熱 の条件
が成立 し、(5-8)式 のようになる。
T£ ・1-2θ 。T皇1+θ 。 〔(1+1)T敷1,。
2(n-1)
+(1-1)Tに1,。 〕+(1-2θ 。-2θ 。)T篤 。 一一.(5.8)
2(n-1)
さて、(5-5)式 によ って、考えている領域 の温度を計算する際、温度伝ぱ率aが 既知
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でなければな らない。 ここでは、試験片内部の温度測定点での計算値が、実測値 と一致す
るよ うな値が用 い られている。 それに関 して は後述 されている。
次に、境界条件 として与え るべき円柱表面 の温度分布の時間的推移が実測 された。すな
わち、用 い られた試験片 は長 さ80mmおよび直径55mmの円柱(材 質 はSUJ2)で ある。
Fig.5-2は温度測定方法の概略を示 してい る。図に示 されてい るように、試験片表面温度
の時間的推移 は加熱中央位置(Z=0)、Z=8mm、Z=15mm、Z=30mmお よびZ=
40mmの位置でアルメル ・クロメル熱電対によ り、 インピーダ ンス変換用 と増幅器を介 し
て電磁オ ッシログラフ とを用 いて記録 され た。 この結果が、(5-5)式を計算す る際 に、
境界条件 として用い られてい る。
また、同図に示 されているよ うに、円柱表面か ら深 さ6mmおよび10mmの位置に直径1.
5mm、深 さ40mmの穴が穿 たれてい る。 この2つ の穴 の底部を特定点 として、 ここにおいて

















温度計算 は1回 法の場合 に対 してのみ行 われ た。対象 とする加熱 ・冷却条件はTable5
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一1に示 されて いる。 この表 において、条件番号5は き裂が発生 しない場合に、条件番号6



































まず、鋼材内部 の温度分布 の時間的推移 を計算す るために、境 界値 として与えるべ き表
面温度が実測 された。Fig.5-3(a)および(b)は加熱帯 の中央位置(Z=0)か らの距離
と温度 の関係 を、加熱時間tを 助変数 として示 した ものである。図(a)は 条件番号5の







































































この図か ら明 らかな ことは、加熱帯の中央位置Z=0で 温度 ピークが現れていること、 し
か し、Zが ほぼ7mmよりも小 さいところで はほぼ均一に加熱 されている こと、 また、加熱
時間 の経過 とともに表面温度 は上昇するが、 その時間的上昇率は加熱初期で著 しいことで
ある。また、鋼材 の端部(Z=40mm)付近ではほとん ど温度上昇 は観察 されていない。
なお、条件番号5お よび6の 場合 に対 して、高周波誘導加熱 は同一 の条件 で行われてい る
ので、t≦3(sec)での表面温度分布は同一でなけれ ばな らない。 しか し、表面温度分布
は図(a)および(b)の間に幾分 の差が見 られ るが、 これ はコイル と試験片問 の相対位置
(コイル内面 と試験片表面 との間隙)の ば らつきや高周波誘導加熱装置の動作状態 に若干
の相違が生ず るため と思われた。鋼材内部 の温度分布 の計算 心辱入 され る境界値 として は、
条件番号5お よび6の 表面温度の実測値 がそのまま使われている。
つぎに、温度伝 ぱ率aは 鋼 材内部(Z=Ommの 断面条で、深 さが6mmおよび10mm)で
の実測値 と計算値 が合致す るよ うに、試行錯誤的 な手法 によ って決定 されている。
Fig.5-4は条件番号6(Table5-1参照)の 場合 の計算値 と実測値を比較 したものである。
このときの計算値 はa=0.030(m2/hr)としているが、計算値 と実測値 はかなりよ く一
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Fig.5-5は、Z=Ommに相当する断面上にお ける表面か らの深 さと温度 の関係 を計算 し、
その結果を加熱開始後の時間t(sec)を助変数 と して示 した ものである。
この計算結果 は条件番号6の 場合 のものであ り、実線 は加熱中の温度分布を、破線 は冷却






























また、条件番号5の 場合 には、条件番号6の 場合 に比べて温度が低 いのでa=0 .036
(m2/hr)とした ときの温度分布 の計算値が実 測値 ともっともよ く一致 した。 この ように、
aの値が条件番号5と6で 異な っている。
Fig.5-6は条件番号6の 場合 の加熱終了時(t=4.5sec)と冷却開始後0 .5sec経過
した とき(t=5.Osec)の温度分布 をr-z平 面上に示 したものである。図か ら明 らか
なよ うに、加熱中お よび終了時 の温度 ピー クは試験片表面の μ=0の 位置に現われ、冷却







た実験に用 い られた ものと同一で ある。
Fig.5-7は引張試験片 の形状 と寸法を示 したものである。 すなわ ち、平行部直径 は10mm
で・標点間距離 は50mmである。標点位置には伸び測定用 のつばがつ けられている。










に対 して行われた。試験片 は真空中で設定温度まで1.5～2.0時間で加熱 され、 さらに約
20分間 その温度状態 に保持 された後、引張試験が行われた。 引張速度 はひずみ速度に換算
して約0.05(1/sec)となるよ うに調整 されている。

















常温 の試験 では、弾性域か ら塑性域に移 るとき、曲線 の勾配 は急激に変化 している。試験
温度 が300℃以上にな ると、塑性域への移行 が緩やか とな り、曲線の形状がなめ らかにな
っている。また、試験温度が700℃の場合 には引張荷重 は急激に低下 し、伸びがある値以
上になるとほぼ安定状態 になることが認め られ る。
Fig.5-9は、応カ ー塑性 ひずみの関係を示 した ものである。 これはFig.5-8の各 曲線の
伸びが零であ る位置(原 点)に お ける接線(a)を、降伏応力 の位置(0.2%耐力 σ。.2)まで
延長 し、 この位置か ら塑性域 の曲線を直線 で近似 して求め、示 されている(Fig.5-8参照)。
Fig.5-10は、Fig.5-8から求 め られた降伏応力 σYお よびFig.5-9から求 められたひず
み硬化率Hと 試験温度 の関係を示 したものである。 この図か らσYお よびHは 試験温度 の
上昇 とともに低下 してい ることがわかる。
なお、弾性率Eは 常温か ら400℃までの間 は、あま り大 き く変化 しないとともに、加熱
中の高温域で は弾性変形が塑性変形に比べ相対的に小 さ く、 さらに冷却中、塑性変形 の一
部が弾性ひずみに変わ るのは、低温域に達 してか らであ ると思われ るので、弾性率の温度
























































次 に、熱膨張試験用 の試験片 は供試材
の中心部か ら切 り出 された長 さ45mmおよ
び直径7mmの円柱で ある。 これが熱膨張
測定装置 に取 り付 け られ、温度 と伸び量
〔=△2(mm)〕の関係が実測 された。
Fig.5-11は、上記の方法 により求 め られ
た温度 と熱膨 張ひずみ(=△ ゑ/20:
20=45mm)の関係を示 した ものである。
図か ら明 らかなよ うに、温度が700℃に
達す るまで は温度の上昇 とともに熱膨張
ひずみが ほぼ直線的に増加す るが、700






























き裂の発生を引き起 こす ための加熱 において は・Fig.5-5に示 されていたよ うに、試験片
表面が800℃直前の温度 にまで達 して いるが・急速加熱であ り、最高温度 での保持時間 も
極 めて短 い。 したが って、急速加熱 した場合の試験片表面はオーステナ イ ト変態す るには
至 らない と考える。 この ことはFig.3-4に示 されてい る硬 さ分布か ら見て も妥当 と考え ら
れよ う。 これ らのことか ら、Fig.5-11に示 された相変態 は急速加熱の場合 には生 じないと




加熱 ・冷却 され る切欠 きな し鋼材 に生 ずる熱応力を弾塑性有限要素法3)によ って求 める
ため、Fig.5-12に示 され るよ うな計算モデ ルの要素分割(た てわ り断面 の%)が 用い られ
た。 これ らの要素は、三角形断面 の軸対称 リング要素である。また、 この要素分割 におい
て節点数 は124、要素数 は207である。
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(n=1,2,・ ・…)に 対応す る
温度分布を順次与え ることによ って熱応
力 が計算された。
計算 の手順 は次 のよ うで ある。
(i)前節 において求 め られた温度分
布か ら各要素の温度を決定 し、分割時間
△t(=t。-tn.1)間 のすべて の要
素の温度変化量 △Tを 求め る。
(ii)各要素について、温度変化量 △







ら、節点変位 増分{dδ}を 求 める。そ して・{dδ}か ら各要素のひずみ増分{dε}、
要素の応力増分{dσ}そ して要素の応力{σ}を 求 める。
(iv)各要素が弾性域、塑性域 あるい は、塑性 域で除荷 された状態の、 いずれにあるか
を判定 する。
(v)必要 とされ る時間 に至 るまで、上記(ii)～(iv)のサ イクルを繰 り返す。
なお、(i)の 要素温度 の求め方、および(il)の等価節点力増分および除荷 の判定 は次
のよ うに して行われ た。
5.1.1要素温度 の求 め方
前節 によって求 め られ た各格子点温度 の計算結果か ら、各要素の温度T帥 は各要素三角
形の重心位置におけ る値 として計算 されて いる。 しか し、温度計算格子点 の位置 と要素三
角形の重心位置 とは異な ってい るので、次 のよ うな方法が用 い られた。
Fig.5-13に示 されてい るよ うに、要素三角形の重心をGと し、 ここか ら一定距離L=3mm
以内に存在す る温度 計算格子点Pi(i:円内の格子点 の数)を 対象に し、Piに お ける温
度か らGに おける温度T。轟を(5-9)式によ って求 める。(5-9)式中4iは 重心Gか ら点Pi










初期ひずみ増分{dεo}と 等価 な節点力増分{dF}は 第4章 で述べ られた弾性計算
の場合 と同様の式 であ り、(5-10)式のよ うに増分形で表 される3)。
{dF}=-2π 〔B〕T〔D〕{dεo}〒 △ (5-10)
ここに、 ア:要 素三角形の重心座標、 △:要 素三角形の面積
〔B〕:ひずみ と節点変位 とを関係づ けるマ トリックX
であ り、要素重心において求 めた もの
ま た、 〔D〕 はひず み と応 力 とを関 係づ け るマ トリックスで あ り、式 中 の 〔D〕{dε 。}
は、要 素 の状 態 に よ って次 のよ う に表 され る。 なお、{α}お よびdTは 、熱 膨 張係 数 お
よび温 度 増分 で あ る。
(童)弾 性 域 にあ る場 合
〔D〕{dε 。}=〔De〕{α}dT(5-11)
(ii)塑性域 に あ る場合
〔D〕{dεo}=〔DP〕{α}dT
2σY∂ σY
-{S1 ,S2,S3,S4}TdT-一 一 一一一(5-12)
3S∂T
さ らに、 〔De〕 お よび 〔DP〕 は等 方 性 材料 の場 合(5-13)式 お よび(5-14)式に
























こ こ に 、S=一 ～テ2H+S鳳 σ㌔+S2〆t+S3σ ㌔+S4τrz
g
E
S且={(1一 ツ)σ'r+レ σ㌔+レ σOz}
(1+レ)(1-2レ)
E
S2={ン 〆 。+(1一 レ)σ't+ッ 〆z}
(1+レ)(1-2ッ)
E








以上 の等価節点力増分{dF}を 使 って節点 の変位成分{dδ}を 計算す るための関係
式 は、第4章 で述べ られた(4-7)式を増分形 で表 した もので、(5-15)式のようになる。
{dF}=〔K〕e{dδ}(5-15)
なお、 〔K〕9は要素剛性マ トリックスであり、(5-16)式 によ り表 され る。
〔K〕e=2π 〔B〕T〔D〕 〔B〕下△(5-16)
式中の 〔D〕は、該 当要素が弾性域 にある場合に は 〔De〕が、塑性域にあ る場合には
〔DP〕が用 い られ る。
モデルを構成 する全要素に対 して(5-15)式を作 り、連立一次方程式が組立 られる。 これ
を解 くことによ って各要素を構成する節点における変位増分{dδ}が 求 め られ る。 これ
が求 め られ ると各要 素のひずみ増分{dε}、 さ らに は応力増分{dσ}が 求 め られる。
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5.1.3要素の降伏および除荷 の判定
要素の応力増分{dσ}か ら要素の応力{σ}が 求 まり、各要素が降伏域 に達 したかど
うかが判定 される。材料 の降伏条件には、VonMisesの条件が使用 され、要素の相当応力
rが、 その降伏応力 σYを 越 えれ ば、その要素 は塑性域にあると判定 され る。す なわち、
塑性ポテ ンシャルf(=δ2一 σY2)が負 になれば、その要素は塑性域 にあ ると判定 され
る。 そして、以後の計算では塑性要素 として扱われ る。
一方、すでに降伏域 にある要素に対 して は除荷が生 じていないか どうかが判定 され、塑
性要 素に除荷が生 じた場合、すなわち、 λ={dεp}/{∂f/∂ σ},(dε。:塑 性





加熱開始か らの時間tを 助変数 として示 したものである。図(a)は 加熱中、(b)
は冷却中の応力分布 である。表面 の応力 は、加熱か ら冷却に移 ると極 く短時間 のうちに圧
縮か ら引張 に変化 している。
Fig.5-15は加熱中および冷却中に降伏 した要素を黒塗 りで示 した ものである。
この図 とFig.5-14とか らわか るよ うに加熱中、モデルの表面付近 は軸方向、円周方 向 とも
に圧縮応力状態 となり、 この圧縮応力 によ り降伏する要素が存在 して いる。一方、水冷却
中に は、表面付近が引張応力状態 にな り、 引張応力によって再降伏す る要素が存在 してい
る。水冷却がさ らに進行す ると、Fig.5-14(b)の左図か ら明 らかなように、モデル表面付
近の引張応力は、加熱開始後、t=約8sec(冷 却開始か ら約3.5sec)で最大値を示 した
の ち、若干減少す るが、 その作用深 さはt=約10secまで時間 の増加 とともに深 くな って
い る。
一方、加熱中に発生 したモデル中心軸付近の引張応力 は軸方向および円周方向 とも時間

































































さて、 き裂 の発生に関 して は、第3章 で述べ られたように、切欠 きつきSUJ2鋼材に条件
番号6の 加熱 ・冷却を加 える と、加熱終了に続 く水冷却 の開始か ら約5sec(加熱開始か ら
約10sec)経過 すると音 を立てて き裂が発生 し始めることが示 された。
一方、熱応力計算結果(Fig.5-14(b))によると、 この時期 はモデル表面付近 の引張応力が
ほぼ最大値 に達 し、 しか もその作用深 さが最 も深 くな っている。 このことは、切断実験に
おいて音を立 ててき裂が発生す る時期が表面応力が最 も高 くなる時期に一致 してい ること
が計算によって証明 された ことを示 している。
切断実験において、 き裂の発生音 は、上記 の時点か ら約3～5secの間持続することが
確かめ られている。 そ して、発生音 が聞 こえな くな る頃には表面付近 の引張応力値が ほぼ
き裂発生開始時期の最大 レベルか ら若干減少 してい るものの、その作用範囲 はほとん ど変
わ.らず、ほぽ完冷時 の残留応力分布 となって いる。
Fig.5-16は、Table5-1に示 された条件番号5の 条件 について計算 された、軸方向応力
σ.の分布を時間tを 助変数 として示 した ものである。 この応力分布を条件番号6の 場 合
の ものと比べ る と、その作用深 さは両者の聞にそれ ほど大 きな差 は認 め られないが、冷却
中 に、表面付近 に発生す る引張応力 は条件番号5の 方がかなり低 い。き裂が発生す るか、
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しないか という条件 は表面付近にお ける引張応力に依存 する もの と考 え られ る。 したが っ
て・条件番号5の 場合には・冷却中の引張応力が それ ほど大 き くな らないので、き裂が発

































る引張応力 と、 き裂発生時期 との関連が検討された。加熱時間4.5secの場合の引張応力
は、加熱時間3.Osecの場合のそれと比較すると、大 き くな ってお り、 き裂発生実験の結
果 とよ く対応 してい る。 この ことか ら、加熱時間がき裂発生に対 して重要な要因になって
いることがわか る。 そ こで、加熱時間が冷却中に鋼材表面付近 に発生する軸方向引張応力
に及 ぼす影響を検討するために、加熱時間を変 えて さらに計算が行われた。
計算は、加熱時間 が3。Osec～5.Osecの範囲で追加 され、0.5secおきに行われた。
なお、加熱時間が5.Osec以上になると、実際 には水冷却 により鋼材表面に焼入れ層が形
成 されるので、 き裂 は発生 しないが、 ここでは焼入れ層 が形成 されない として計算が行わ
れ た。
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Fig.5-17は計算結果を示 した もので、図 中の実線 は水冷却中に生ずる軸方向応力最大値
と加熱時間 との関係を、表面下1mmの深 さについて示 したものであ る。引張応力 の最大値
は加熱時間が短い範囲で は加 熱時間 の増加 とともに急激 に増大 し、加熱時間が3.5sec以
上では、応力 の増加割合 は減少 しているが、増大 している。 この範囲を図中に破線で示 し
たき裂発生実験結果(第3章 補遺参 照)と 比較すると、表面付近 の引張応力がか なり高 く
なる範囲に対応 し、 き裂 の発生が裏付 け られている。
なお、 き裂が発生す る加熱時間範囲の下限 は、鋼材 につける切欠 きの形状 との関連で決定









































Fig.5-18は、条件番号6の 加熱 ・冷却の後、完冷 され た鋼材 の加熱帯中央断面に残留す
る軸方向および円周方向応力分布の計算結果 と実測結果(第3章 参照)と を比較 したもの
である。
この図か ら明 らか なよ うに、引張応力が最大 となる深 さ、および引張か ら圧縮 に移行する
深 さに関 しては、実測値 と計算値 は比較的よ く合 っている ことがわか る。
このよ うに、定性的 には両者間でかなりよ く合 っているが、定量的 には幾分 の差違が認め
られ るよ うである。 た とえば、最大 引張応力値および最大圧縮応力値 は、計算値 の方が実
測値 よりも大 き くな っている。 これ ら差違 は計算において、
(i)高周波誘導加熱 による温度上昇 は表面か ら内部にかけて指数函数的に減少すると
されてい るが、 ここでは表面か ら1.25mmまで同一温度 として計算 されていること、
(ii)冷却時 、表面付近 は急激 な温度勾配 を持つが、比較的大 きな要素分割の もとに計算
が行われた こと、



















力によ り降伏す る範囲が見 られ た。冷却が始 まると、鋼材表面付近の圧縮応力 が引張に転
じ、 この引張応力によ り降伏す る範囲が見 られた。 また、完冷後の残留応力分布 は、表面
付近に引張応力、あ る深 さか ら中心部 にか けて圧縮応力 となることが確かめ られた。
(2)冷却中、鋼材 の表面付近 の軸方 向引張応力が最大 となる時期 は、切断実験 におい
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硬質鋼を・その表面 か ら急速加熱 ・冷却する際 に発生す る応力を利用 して切断する方法
が提案され、 その効果が検討 された。 この方法 は、鋼材 の切断位置 にあ らか じめ環状切欠
きをつけておき、その周辺を高周波誘導加熱、水冷却 し、切欠 き底を含む面内に必要な深
さのき裂を発生 させ、そののち機械的な手段により残留部を破断させ る ものである。 なお、
本切断法 において切欠 き底 に発生するき裂 は、加熱 ・冷却中、鋼材に生ず る熱応力によ り
発生、進展する ものであ る。
本論文で は、上記 き裂発生の原動力 となる熱応力の発生か ら、き裂の発生、進展までが
加熱 ・冷却条件 と関連 させて検討、考察 された。
すなわ ち、第2章 で は1回 の加熱 ・冷却 による場合(1回 法)、 相異 なる条件の加熱 ・冷
却操作を連続 して行 う場合(反 復法)に ついて、切断 に必要 なき裂を発生 させ る条件が実
験により調査、検討 された。 さ らに、本切断法による切断片 と、軟化熱処理 したのち冷間
せん断 した切断片 とを形状 および重量の面か ら比較 した結果 について も述べ られた。
第3章 では、切断 に最適 な条件を申心に選択 した条件により、切欠きなし鋼材を加熱 ・
冷却 し、加熱帯 中央断面に発生す る残留応力 とその部分 の硬 さ分布が測定 され、 その結果
および き裂が発生す る応力状況 を検討 した結果が述べ られた。 そ して、 これ らの結果を も
とに残留応力の発生機構が定性的に考察 された。
第4章 では、加熱 ・冷却操作を加えた切欠 きな し鋼材より測定 した残留応力を使 って、
同 じ加熱 ・冷却操作を加えた切欠 きつき鋼材 の切欠 き底 を含む断面をお ける残留応力分布
が計算 された。 さらに、 この結果 とき裂進展深 さとの関連が考察 された。
第5章 では、加熱 ・冷却中、切欠 きな し鋼材 に発生す る熱応力をFEMの 弾塑性計算に
より解析 し、第2章 で述べた鋼材切断実験 において求めたき裂 の発生時期およびき裂発生
加熱時間範囲 との関連を調査 した結果につ いて述べ られた。
なお、熱応力の解析 は1回 法 に対 してのみ行われ たが、反復法 に対 しての解析 は鋼の相
変態を も考慮 して行 う必要 があ り大変興味深 いもので ある。 しか し、 これ は今後 の課題 と
して残 されている。
本研究 の結果明 らかにな った事項 は、各章 の末尾 の説にま とめ られているが、その概要
は、以下 のようである。
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(1)直径38mm鋼材(SUJ2、圧延 のまま)の 場合、1回 の加熱 ・冷却 操作によ って切欠き
底 にき裂を発生 させ ることは出来なか った。 しか し、ある加熱条件範囲において切欠 き断
面の曲げ破断荷重 はか なり低下 した。 この範囲内において、同一条件の加熱 ・冷却の操作
を2～3回 繰 り返 す と破断荷重 は操作1回 の場合 よ りさ らに低下 し、破断面上 に長 さ1.
8mm程度の き裂が見 られる場合 もあった。 しか し、 き裂の発生 は不安定であ り、破断面 も
切欠 き底を はずれて いた。
(2)直径が38mmの鋼材 に1回 目の加熱時間t1が2回 目の加熱時間t2よ り長 い加熱 ・
冷却操作を連続 して加え、切欠 き周辺表面を1回 目の操作 により焼入れ、2回 目の操作に
よ り焼 もど しす る反復法の実験が試み られた。 その結果、切欠 き底 に深 さ約3～4mmのき
裂を確実 に発生 させ る ことができた。また、直径が55mmの鋼材 の場合 も切欠 き底に充分な
深 さのき裂 を発生 させ ることができたいずれの場合 も切欠 き底断面での破断荷重 は加熱 ・
冷却操作を加えない場合の約1/8以下に低下 し、破断面 は切欠 き底 に沿い、 ほぼ平滑であ
った。
(3)直径 が50mm以上のSUJ2鋼材 の場合には、切欠 き周辺表面が焼入れ され ない限界付近
まで加熱 したのち、水冷却す ると、1回 の操作 によ り以後 の切断 に充分な深 さのき裂を発
生 させ る ことができた。 この場合、切欠 き底断面 における曲げ破断面 は反復法 の場合 と同
様、切欠 き底に沿 いほぼ平滑であった。
(4)反復法 にお ける1回 目、2回 目な らびに1回 法 いずれの場合に も、 き裂を発生 させ
るための表面加熱条件 は、単位加熱面積当たりの電力(電 力密度)に 対 して、ある加熱時
間幅を もつ帯状 の範囲で表す ことができた。反復法 は加熱 ・冷却操作 を2回 行わなければ
な らないので1回 法 と比較 して熱量、処理時間 に関 して不利 であるが、 き裂発生条件範囲
内で は、 き裂深 さが ほぼ一定であ り、き裂発生には1回 法 より優 れた面を持 っている。
(5)本切断法(1回 法、反復法)に よ る切断片 は、球状化焼鈍後、冷間せん断 した もの
よ り形状のゆがみが な く、重量 のば らつ きも小 さか った。
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(6)1回法 によ り発生 する残留応力 の分布 は、表面付近 で最大約40kgf/mm2の引張応力、
内部で圧縮の分布 とな った。 き裂を発生 させ るためには、表面に焼入れ層が形成 されない
よ うに、 しか も引張応力の作用深 さを可能な限 り深 くす ることが条件 となる。
(7)1回法あるいは反復法1回 目の加熱 ・冷却操作によって鋼材の表面が焼入れされる
と、残留応力 の分布 は焼入 れ層 で約100kgf/mm2の圧縮応力、その内部で引張応力、中心部
で圧縮応力の分布 とな った。
(8)反復法では、1回 目の加熱 ・冷却操作 によ り鋼材表面に焼入れ層を形成 させたのち、
2回目の操作によりこの層を硬 さHv=400～500に焼 もどししている。表面付近は降伏応
力の高い焼入れ焼 もど し組織 になるとともに、変態膨張が除去 され、1回 の加熱 ・冷却操
作によって は得 ることの出来 ない、約100kgf/mm2の引張残留応力状態 となった。 この応力
は、お もに1回 目の加熱時に生 じる圧縮 の塑性変形 に対応する もの と考え られる。その内
部の応力分布 は約40kgf/mm2の引張、中心部で圧縮 の残留応力分布であ った。
(9)初期 ひずみを切欠 きな しモデルの加熱部対応範囲に与え ることによって、切欠 きな
じ鋼材の加熱帯中央断面において実測された軸方向残留応力分布を再現す ることがで きた。
この場合、円周方向応力分布 の計算値 は実測値 のものとよ く似ているが、多少 の差異があ
った。
(10)き裂を発生 させ る加熱 ・冷却条件の場合、切欠き底付近 の軸方向 引張応力は、 き裂
が発生 しない場合よ り大 き く作用 深 さも深かった。
また、き裂が発生す る条件間 の比較では、軸方向引張応力 は反復法 の方 が1回 法の場合の
方が大き くなった。
(11)き裂進展に伴 って、 き裂先端付近の軸方向引張応力 は、1回 法、反復法いずれの場
合 も、 き裂深 さの増加 とともに一旦増加 したのち減少 した。 これ は、切断実験にお けるき
裂発生、進展 の状況が安定 してい ることに対応 しているものと思われ る。
(12)切断実験時、切欠 き底に発生 させ たき裂は、1回 法、反復法、 あるいは鋼材 の直径
の相違 にかかわ らず、 き裂先端か ら深 さ0.1mmの位置における軸方向の計算応力が母材の
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真破断応力 σTに ほぼ等 しくなる深さまで進展 していた。
(13)加熱中、鋼材表面付近 には、軸方 向、円周方向に圧縮応力が発生 し、 その圧縮応力
によ り降伏す る範囲 が見 られた。冷却が始 まると、鋼材表面付近 の圧縮応力が引張に転 じ、
この引張応力 によ り降伏す る範囲が見 られた。 また、完冷後 の残留応 力分布 は表面付近 に
引張応力、 ある深 さか ら中心部 にかけて圧縮応力 となることが確かめ られた。
(14)冷却中、鋼材 の表面付近の軸方 向引張応力が最大 となる時期 は、切断実験 において





(16)加熱帯 中央断面にお ける計算残留応力分布を実測 の もの と比べると、 引張応力が最
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